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令和 4 年第 2 回高森町定例会一般質問会議録 

令和 4 年 6月 9 日 午前 9 時 00分開議 

会場：高森町役場 議場 

 

頁 氏名 質問事項 

50 本島 未来 Ⅰ 高森町第 3次食育推進計画について 

63 三浦 喜久夫 Ⅰ 低炭素なライフスタイルの推進で環境意識の高揚を図る 

72 北沢 幸保 Ⅰ 山吹ほたるパーク周辺開発事業 

86 木下 啓爾 Ⅰ 高森町の「高齢者福祉事業」への取り組みについて 

97 大島 正光 Ⅰ 山地災害危険地区（崩壊土砂流出危険区域）の指定について 

102 原 敏明 Ⅰ 加齢性難聴へ補聴器購入補助を 

110 佐々木 昌 Ⅰ 土地利用計画およびリニアを見据えたまちづくり構想について 

115 小沢 恵子 Ⅰ 発達障がいを持つ児童・生徒をとりまく現状と課題について 

120 河合 隆俊 Ⅰ マイナンバーカード普及促進について 

124 小川 修 Ⅰ 下市田産業用地整備事業の進捗状況について 
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日程第８ 一般質問（会議規則第 60 条） 

○議長（小平一博君） 日程第８、「一般質問」を行います。 

会議規則第 60 条の規定により、通告順に質問を許します。 

質問される方は、質問席で一項目ずつお願いいたします。 

それでは、一般質問に入ります。 

 

◇ 通告１番 本島未来（１番） ◇ 

○議長（小平一博君） １番、本島未来君。 

○１番（本島未来君） 議席番号１番、本島未来。 

通告に従いまして、一般質問をします。 

国の第４次食育推進計画で掲げられた日本人の健康や食を取り巻く環境の変

化、社会のデジタル化など、食育を巡る現状を踏まえ、生涯を通じた心身の健

康を支える食育の推進、持続可能な食を支える食育の推進、新たな日常やデジ

タル化に対応した食育の推進に重点を置いた取り組みが求められています。 

高森町では、第３次食育推進計画において、食育を、健康づくり、地域との

つながり、食文化の継承の３つの視点からとらえ、旪の食材の持つ力、地域に

昔から伝わる伝統食、この地域で生活するからこそ感じ取れる食と体に合った

食、また引き継いでいきたい文化の食があり、生活の中で切り離せない大切な

食をつなげていくことが、個人だけではなく、地域の豊かさにつながっていま

す。 

そこで、（１）の質問です。 

学校給食における食育の推進状況について、お尋ねします。 

○議長（小平一博君） （１）に対する質問について、答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 各学校では、学校全体で食育を組織的、計画

的に推進するため、学校教育目標、また第３次高森町食育推進計画、そして児

童生徒・保護者の実態に基づき、「食に関する指導の全体計画」というものを作

成して進めております。 

知識・技能を身につけること、食事の重要性や栄養バランス、食文化につい

て理解し、健康で健全な食育に関する知識や技能を身につけること。それから

２つ目としまして、思考力や判断力・表現力として、食生活や食の選択につい
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ても、正しい知識・情報に基づいて考え、自ら管理し、判断できるようにする

こと。それから３つ目として、学びに向かう力・人間性ということで、主体的

に自他の健康な食生活を表現し、食や食文化、食料の生産などに関わる人々に

対して感謝する心を育み、食事のマナーや食事を通じた人間形成能力を身につ

ける。 

この３点を目標として、教科や総合的な学習の時間、特別活動や給食時にお

ける食に関する指導を行っているところです。 

小学校においては、年間を通じて地域の方と交流しながらの市田柿作りや、

大豆を育てての豆腐作り、中学校では、市田柿を使ったレシピ作成など、地域

に根差した特色ある活動もいま進んでおります。 

また、毎日の給食時には、献立へ込めた思いや衛生に関わること、栄養に関

わること等を、放送や給食ゆうびんを使って全校に伝えたり、給食の献立にお

いても、教科単元学習に絡めたり、郷土食やお正月料理などの行事食、季節の

行事、特産物を使ったものなど、つなげていきたい食文化や食に関わる歴史な

ど、食に関わる資質能力を育む取り組みを続けているところです。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） では、そのまま関連質問の①に進みます。 

第３次高森町食育推進計画の施策に掲げられている健康づくり、地域とのつ

ながり、食文化の継承の現状や成果、先ほどお伝えいただいた部分も尐しあり

ますが、改めてお聞かせください。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 高森町第３次食育計画では、高森町の食育を、健康

づくり、地域とのつながり、食文化の継承の３つの視点からとらえています。 

それぞれの状況でございます。 

健康づくりでは、「朝食習慣をつけよう」をテーマに、朝食欠食率の減尐を目

的として、すべての世代で朝食を食べる習慣が身についた人が増えるように取

り組んでいます。 

令和３年度、小学校で実施した生活習慣病予防の授業では、朝食習慣の重要

性をお話しし、南小学校で授業後のアンケートでは、94.3％の児童が「よくわ

かった」「なんとなくわかった」と回答し、子どもが自らの健康について向き合

う機会になったと考えています。 
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本取り組みは、朝食を取っている方の割合を成果指標としております。上が

った年代、下がった年代がありますが、全体では 2021 年度の全体の平均値は、

計画策定の 2019 年度より 0.5％低下しています。感染症の影響で十分な取り組

みが行えなかったこと、各家庭において、生活のリズムが変化したことなどが

要因と推測しています。 

次に、地域とのつながりでは、「旪の食材を食べよう」をテーマに地産地消の

増加を目的として、安心、安全の地元農産物を意識して食べていけるよう取り

組んでいます。例えば、ＭＯＧＭＯＧによりまして地域食材も活用しながら食

育講座を通年で開催し、「前はあまり食べなかった野菜を食べてくれるようにな

った」ですとか、「調理の工程を知り、お友だちと一緒に食べるなど、普段家で

はできない経験ができてよかった」などの感想が聞かれます。また、「子どもに

変化が見られた」という声もございました。 

この成果指標は、保育園や学校給食、町民アンケートの地産地消割合です。

保育園、学校給食は概ね横ばいですが、町民アンケートの地元産を意識する方

の割合が、2019 年 78.6％だったものが、2021 年には 59.1％と大きく低下して

います。コロナ禍で外食の機会が減り、家庭内で調理する機会が増え、食材に

対する関心は高くなっていると予想しましたが、このような結果でしたので、

分析が必要と考えています。 

最後に、食文化の継承では、「伊那谷の食文化を楽しもう」をテーマに、その

実践機会の増加を目的として行事食や郷土料理を知り、楽しめる機会を得られ

るよう取り組んでいます。保育園や学校の実践機会、ＪＡや食育ボランティア

などそれぞれの皆さんが取り組む活動回数を成果指標としています。南小学校

では、市田柿の学習なども行われています。 

成果指標ですが、いずれも 2019 年と同じか増加しています。大きなイベント

は困難でしたが、日々の取り組みの中に行事食や郷土料理を取り入れる工夫を

していただいた結果と考えます。 

これまで個々の取り組みの評価を申し上げましたが、第３期計画期間のスタ

ート直後から新型コロナがまん延し、人が集まるということが困難になり、特

に「食」というものは感染しやすい場ということで、実践的な取り組みがしづ

らい環境でした。感染状況も落ち着き、さまざまな行動制限が緩和されてきま

したので、今後、今まで以上に積極的に食育計画の推進に取り組みたいと考え

ております。 
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○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 生活の中で切り離せない大切な食というのは、必ずどういっ

た状況においても引き継いでいきたいものは引き継げるように、地域のみんな

とともに、皆で大切にしていかなきゃいけないなというのを改めて感じます。 

では、②の質問です。 

家庭・保育園・学校・職場（企業）・地域等においてさまざまな形で町民が主

体的に取り組める食育を推進というような形で、第３次高森食育計画の中には

掲げられていますが、何を差しておりますか。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 食育計画を推進するため、家庭やＪＡ、商工会、歯

科医師会、食に関心のある皆さんやボランティアの皆様、学校や保育園、「あっ

たかてらす」、公民館など関係機関が一体となって食育推進計画の計画推進体制

を整えて、各機関が連携し、食育を推進しています。この皆様と食育推進会議

を実施し、報告や意見交換を通して取り組みを共有し、それぞれの取り組みの

改善などにつなげています。 

こうした連携により、町民全体の食育に関する意識を高めつつ、食育を推進

しております。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 補足質問をお願いします。 

各機関での取り組みというふうな形で先ほどおっしゃいましたが、企業の

方々の食育に関する取り組みの具体的な例をお願いします。 

○議長（小平一博君） ②に対する補足質問の答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 具体的な取り組み自体は把握しておりませんが、先

ほど申し上げたとおり、食育推進計画の構成員には、商工会またＪＡさん等々

も入っていただいております。この皆様にも町の食育計画の基本方針に基づい

た行動を依頼しておりますので、そのような取り組みはなされているというふ

うに理解しております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） わかりました。 
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では、③の質問です。 

保育園・小学校の残菜・残食の現状と、対する町のＳＤＧｓカーボンニュー

トラルへの具体的な取り組みをお伺いします。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 保育園では、残食は月に数回あるかないかの

程度です。残食の状況は記録にとどめ、月１回の給食の会議において、全園の

同日の残食がどうであったのか、また欠席状況などを踏まえ、要因を考えなが

ら次の献立作成に生かしているところです。 

学校給食では、クラスにおける子どもの体格の違いや男女比などさまざまな

要因があり、残りがちなクラスがあるのが現状です。担任とも話をしながら、

様子を見つつ対応をしているところであります。 

残菜・残食の処理につきましては、保育園・給食センターともに生ごみ処理

機を活用しています。給食センターでは、揚げ物用の食用油の廃油を業者に無

償で引き取っていただき、家畜飼料、有機肥料としてリサイクルしているとい

う取り組みも行っています。 

また、施設としましては、調理器具のオール電化化、また太陽光発電パネル

の屋根への設置、照明のＬＥＤ化など、建設当時からそういったことに配慮を

しているところでございます。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 今回の学校給食の残菜の状況をお伺いして、きちっとこの３

Ｒ、リサイクル・リデュースなどをしっかりしているというところを聞けてと

ても安心しました。食、食べ物の大切さをよりみんなで認識していくことが必

要だと感じました。 

では、大きな質問枠（２）にまいりたいんですが、（２）の質問、また①の質

問事項ですが、項目が類似しておりましたので、議長の許可の下、まとめて質

問させていただきます。 

高森町の学校給食において、旪のものを旪のうちに食すことや、地産地消の

具体的な取り組みや現状についてお答えください。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 旪産旪消、旪のものを旪のうちに消費すると
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いう取り組みにつきましては、第３次食育計画推進計画の中でも大切な取り組

みの一つとなっており、学校給食でも、できるだけ旪のものを旪の時期に食せ

るよう献立を作成しています。具体的な事例の一つとしましては、春には、飯

田下伊那産のタケノコを使った若竹汁、夏には、高森産のパプリカ・ナス・ズ

ッキーニ・カボチャを使った夏カレー、秋には、リンゴを使ったサラダや市田

柿を使ったケーキ、冬には、里芋・根菜類を使った筑前煮などを取り入れてお

ります。 

地産地消の現状としましては、令和３年度の重量ベースの使用割合は 81.5％

で、この数値は近年ほとんど変わっておりません。お米や牛乳は高森産を使用

しております。また野菜は、納品してくださる地元の農家の皆さんから収穫期

の農産物を聞きながら、給食に活用できるものを選んで納品していただいてい

ます。ただし、肉や魚、卵などは町内では確保はできませんし、野菜について

も、時間までに安全、安心な給食を提供するには、ある程度規格の揃った野菜

を必要数量確保しなければならないということもございまして、年間を通じて

調達するには高森産だけでは難しいというのが現状です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 地産地消の活用、旪産旪消の活用は、輸送時のＣＯ２排出抑

制など、環境負担の低減にも寄与するので、ＳＤＧｓの観点からも、これから

ももっと推進されることを期待しております。 

では、②の質問に移ります。 

学校給食の地産地消を支える上で、生産者の方々とどのようにつながってい

るのでしょうか。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 前年度納品いただいている生産者の皆さんへ、

毎年、給食センターが希望する条件や規格等をお示しし、供給申請をいただい

た上で食材を納品いただいています。また、地域の生産者だけでなく、福祉団

体の親愛の里紙ふうせんの皆さんが作っていただいたタマネギも、令和２年度

から納品をいただいているところです。 

地産地消として、生産者と顔が見え、話ができる関係で地域の農産物を使う

ことで、地域の農業と関連産業の活性化を図るということが位置づけられてい

ます。 
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給食センターが作成している給食ゆうびんを通して生産者のことをお伝えし、

児童生徒も、生産者や農業について考えたり、食に感謝する機会というものも

大切にしております。いろいろな形で生産者とつながり、学校給食を支えてい

ただいているところです。 

今後は、先ほどご紹介した給食ゆうびんもホームページ等に掲載するなどし、

保護者の皆様にもそういった取り組みを知っていただくような機会をつくって

まいりたいと思います。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 今後も地域で子どもたちの食を支え、顔の見える作物を増や

していける活動を今後もしていきたいとより思いました。 

第３次食育推進計画に、旪の地元素材を食べよう、地産地消、安心、安全、

食農体験においては、学校の取り組みとして、学校給食センターでは、新しい

農家の開拓と掲げられておりますが、③新しい農家の開拓の具体的な取り組み

状況をお答えください。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） それでは、給食センターに食材を納入する皆様について

の新しい開拓ということでございますが、先の事務局長の答弁から触れていた

だきましたとおり、短時間の限られた時間の中で下処理などを行う給食調理側

の要件ですとか、また天候などに左右され、一定の規格ものを生産するといっ

たことの難しさを持つ納入農家側の条件ですとか、その両方の条件がさまざま

ございます。それらをお互いに共有し合う中で、給食センター、町産業課、そ

れから営農支援センター、農業委員会、「ゆうき」など、それぞれが連携をして

新たな農家参画の機会をつくってまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 学校給食における地産地消を支えるためには、教育委員会な

どはもちろんのこと、生産者の皆さんと直接つながっているＪＡさんや産業課、

またさらには生産者の皆さんがタッグを組んで取り組んで初めて前に進むこと

ができると思いますが、④学校給食の地産地消に関わる生産者の皆さんへの支

援の状況や、支援や農業支援についての状況をお聞かせください。 

○議長（小平一博君） ④に対する質問に対する答弁を求めます。 
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野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 地産地消につきましては、給食食材だけでなく、尐しご

紹介させていただければ、町内には旪彩館ですとか、あんしん市場、フクロウ

さん、それから商業施設の産直売り場コーナーなど、多くの機会がそれぞれ用

意をされております。その中ではさまざまな出荷者の皆さんが、他の出荷者の

生産物など参考にさせていただきながら、切磋琢磨されているというふうにお

聞きをしていますし、その皆さんはいずれもお互いが消費者でもある皆様であ

りますので、まさに地産地消に励んでいただいておる状況ができておるという

ふうに考えております。 

その支援ということでありますけれども、給食食材の消費だけではなくて、

事業所へ直接赴いて生産農家の方々が直接消費者の方へ販売する、対面で販売

するＦ/Ｆマーケットといった取り組みをいま進めております。主には工業団地

などで事業所が集約している場所で、農家の皆さんが自ら持ち込んで自ら販売

する。消費者の方は、直接生産者とお話しをしながら、安心してお買い求めい

ただけるといったことから、お互いにその実感を得る中で励みをしていただい

ておるというふうに聞いております。 

また、その農家の生産者への支援としましては、十分に農機具を揃えるまで

の経営規模がないような農家の方であったり、また新規就農したばかりで初期

投資がなかなか難しいような方、また規模は家庭菜園といいますか、個人で作

っているような規模の方でも、十分な農機具など機械が利用できますように、

営農支援センター「ゆうき」では、その貸出用の機械を揃え、レンタルをさせ

ていただいておるところです。 

そのような状況の中で、それぞれの農家の皆さんの地産地消への生産物の提

供の支援をさせていただいている、そんなところでございます。よろしくお願

いいたします。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 子どもたちの食や私たちの食、学校給食を支えてくださって

いる生産者の皆様に寄り添った支援を今後も期待します。 

阪神淡路大震災の日である１月 17 日を「おむすびの日」として、災害時の食

を考える防災食教育や、災害時を想定した給食を提供するなど、全国でさまざ

まな取り組みが行われています。 

そこで大きい（３）、給食を活用した防災教育について、現状をお聞かせくだ
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さい。 

○議長（小平一博君） （３）に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） それでは、答弁をさせていただきます。 

学校や保育園につきましては、食だけではなくて、さまざまな形で防災教育

をしておりますので、そういった一例も含めてご案内させていただければと思

います。 

保育園では、毎月避難訓練をさまざまな場面を想定して実施しております。

また９月１日には、二次避難場所への避難訓練、併せて非常食の体験と調理員

の炊き出し訓練等を行っております。 

各学校では、例年避難訓練を実施し、町の消防団の皆様にも参加いただいて、

児童生徒への指導また講演を実施し、全体の防災意識の高揚ということを、ま

た消防団の意義を理解する大切な機会として取り組んでおります。 

中学校では、昨年度は、町の防災について考える「防災コース」というもの

を、生徒からの意見で始まり、３学年の総合の時間に、飯田女子短大の先生に

よる避難所での非常食の調理実習、消防署の方による救命救急措置の実習やハ

ザードマップの学習、また町の防災備蓄庫、食事等が入っている防災備蓄庫の

視察などを実施しております。 

南小学校では、ここ数年５年生が避難所体験学習を実施しておりまして、校

内で宿泊体験や段ボールベッドの組み立て、また非常食での生活といった災害

に備える防災学習を行っています。 

保育園、各学校ともにさまざまな角度から防災について考える機会を創出し

ているところでございます。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 子どもたちが学習の中でさまざまな体験をしながら、いろい

ろ防災教育、また防災食の教育などをしているということで、今後もより引き

続き行っていただきたいと思います。 

そこで関連質問の①給食を活用し、災害時や避難所での食を考えるような防

災教育、防災食教育は予定されておりますか。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 食を通じた防災教育としましては、先ほど答
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弁もさせていただきましたが、９月１日に、保育園では避難訓練、また非常食

の体験や調理員による炊き出し訓練を実施し、その際おむすびを作って園児に

食べさせるといったようなことをさせております。 

学校給食では、乾パンを出しているところです。 

また、南小５年生による避難所体験の中で非常食を食べる体験等を行ってお

ります。 

学校での防災教育全般として大切にしているところは、安全、安心な生活や

社会づくりの意義を理解し、必要な知識や技能を身につけたり、自分や自分を

取り巻く安全の状況に関心を持ち、自分自身で考えて行動できるようにすると

いうこと。そして学校としては、全校児童生徒を安全かつ迅速に避難できるよ

うにする、そういったことを繰り返して学ぶ機会として、防災教育を一番、現

在のところ重点として実施しております。 

災害時や避難所での食を考える機会は、非常に大切なことと考えております

が、これは学校現場だけではなく、ぜひ地域や家庭でも考える機会や、そうい

った学ぶ機会を一緒に取り組んでいくことも必要なことであるというように考

えております。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 災害時の防災備蓄食として準備されております食料品など、

町の食料品などを、学校給食、防災教育などに活用する考えはございますか。 

○議長（小平一博君） ②ですね。 

○１番（本島未来君） はい。 

○議長（小平一博君） それでは、②に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 昨年 2021 年７月には、町で備蓄していたアルファ米の亓

目飯の消費期限が８月に迫ったときに、総合学習の防災コースの皆さんを通じ

て、中学の全校生徒に２食ずつ計約 900 食を、防災上の説明文付きで配付をい

たしました。これは、家庭での試食を通じて防災意識向上の一助になったと考

えられます。 

なお、町が常時ストックしている備蓄食料は、アルファ米の味付けご飯２種

類を合計 4,430 食、レトルトのスパゲッティを 600 食、栄養補助スナック 500

食、飲用水の２リットルペットボトルを 348 本となっております。 

一方で、自助・共助を基本とする防災の視点から申し上げると、まずは家庭
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での防災に関する話題づくり・考える機会が大切です。そして、家庭や地域の

一員である子どもたちが、その自宅のもと地域での防災訓練に参加をして、避

難所生活の知識や経験値を積むために防災食を活用することをまずは推奨いた

します。その上で、防災に関する興味や生きる力を身につける機会が、給食を

含めた学校生活あるいは教育現場に広がっていくならば、それが理想的だと考

えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 関連質問をお願いします。 

日本災害食学会では、非常食と災害食の２つを分けて考えています。非常食

というと、普段は食べないけれど、ほかに食べ物がない非常事態で食べるもの、

長く保存できることが第一で、味や食べやすさ、また栄養などは考えていない、

なにしろ滅多にない非常食、非常時のためのものですね。ですので、乾パンを

大量に買い込むということがあったり、先ほども乾パンというふうにおっしゃ

っていたんですけれども、でも考えていただきたいのが、東日本大震災を思い

起こしても、普通に食事ができない期間が長く続きました。３週間ほども続き

ます。実際に水がなくて乾パンは飲み込めません。高齢者や子どもは乾パンが

堅すぎて食べられなかったというのが現場の日常でした。実情でした。真っ先

に守らなければならない一番弱い立場の人が食べられないということが起こり

ました。で、真冬の寒い避難所で温かくておいしい汁物は、まさに命をつなぐ

食べ物となりました。 

使わないで倉庫に入れておくものなので、値段が安く、消費期限が長いもの

がいい。また、味や食べやすさなどは二の次、これが非常食というふうになっ

ています。 

これに対して、災害食というのは、災害時にライフラインが途絶え、物資が

入ってこなくても用意することができる、普段に近い栄養も考えた食事のこと

です。最近、おいしくなった非常食も災害食の一つですが、普段でもおいしく

食べられるレトルトや缶詰、長期保存の紙パックの飲料も災害食になります。

非常食より範囲の広い食料品を対象としたものですので、乾パンのように５年

も保ちませんから、上手に消費期限を管理して、古いものから普段の食事で消

費して入れ替えていかなければならない。いわゆるローリングストック法とい

うのが必要になります。ところが、この消費期限管理をやってみると結構大変



 －61－   

なんです。特にお子さんや高齢者や体の不自由な方がいる家庭では、絶対に必

要となる習慣なのです。 

そこで質問です。 

子どもたちにはぜひローリングストック法を体験学習し、その学びを各家庭

に持ち帰り、各家庭で災害時の備蓄知識として、命を守る備えとして、活用で

きるようになることは有用であると思いますが、今後、継続的に学習で取り上

げていくことをどう思われますか。 

○議長（小平一博君） ②に対する関連質問になるわけですか。 

○１番（本島未来君） はい。 

○議長（小平一博君） 補足質問になるわけですか。 

○１番（本島未来君） 補足質問です。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 先ほど事務局長、そして私も答弁をさせていただいてい

ますが、学校の現場というよりも、もちろん学校での被災をしたときの緊急対

応が必要なんですけれども、受け渡し、引き渡しなどを通じて、自助、家庭で

の防災の環境というのは大変大事かと思いますので、そこのところでローリン

グストックであるとか、そういったことは十分に検討し得るところだと思いま

すし、まだ新しい概念ですので、町民の皆様にも、我々もしっかり咀嚼をしな

がら普及をするべきかどうか、検討させていただきたいと思います。 

高森町は、おかげさまで比較的コンパクトな可住地域の中に、いくつものサ

プライチェーンも持つ商店とかがありまして、著名な、ここでは一点一点申し

上げませんけれども、スーパーマーケットであるとか、飯用品店等、災害時の

物資供給、あるいは運搬の応援協定を結んでおりますので、今まではいま現在

も、あるいは当面はその中で長期化した場合とか、必要な方への新鮮なという

か、良質な食料を供給することを、現在には考えていることも申し添えたいと

思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） いざというときに、自分や大切な人の命と健康を守るために

も、高森町で大きな災害が起きたときに、食の問題をどうするかを、家族や地

域の方と話し合っていくことが大切だと思います。子どもや高齢者、それに病
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気などを持つ家族がいる場合ならなおさらです。 

避難所の規模についても、地域ごとに予測を立て、避難所間の格差が最小限

になるよう、今後の高森町の防災教育が身になる学習となるよう、引き続き考

えていくとともに、学校における防災教育は、生きる力を育む学校での安全教

育の一環として、児童生徒が地震などの災害に直面したとき、災害に対する正

しい知識、技能をもとに、的確に状況を判断し、自他の生命尊重を基盤として

自ら安全に行動し、他の人や社会の安全に貢献できるよう、防災対応能力を育

成することをねらいとしておりますが、質問④高森町の児童生徒の防災適応能

力をどう見ますか。 

○議長（小平一博君） ③ですね。 

○１番（本島未来君） すみません、③です。 

○議長（小平一博君） ③ですね。それでは、③に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 先の答弁でも尐し触れさせてはいただいてお

りますが、高森町の学校での防災教育で大切にしていることは、いま本島議員

からもご指摘いただいたとおり、安心、安全な生活や社会づくりの意義をきち

んと理解し、必要な知識や技能を身につける、自分や自分を取り巻く安全の状

況に関心を持ち、自分自身で考え、振り返り、行動できるようにする。そして

学校としては、児童生徒の命といったものを、安全かつ迅速に避難できるよう

にすること、これを大切にし、現在もさまざまなケースを想定した訓練であっ

たり、授業を通じた学びの機会をつくっているところです。 

児童生徒の皆さんが、学校でのそういった学びの機会、また消防団など地域

の皆さんと一緒に学ぶ機会、そういったものを通じて、それぞれの児童生徒が

地域の中でも一人の大切な一員であるということを理解し、自らが考え、行動

できるよう、教育委員会としても今後も取り組んでまいりたいと思っておりま

す。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 本島未来君。 

○１番（本島未来君） 学校給食における地産地消を支える生産者の皆さんへの支援

や、食を通じた防災教育、また農業振興など、子どもたちに命の源、生きる上

での基本、さらには 100 年人生の健康寿命の延伸という、たくましく生き抜く

ための礎を育む環境を整えられるかどうかは、私たち大人、そして学校現場で



 －63－   

子どもたちと向き合っている学校長、教員の皆さんをはじめ、皆さんの気持ち

一つだと思います。 

これで一般質問を終わります。 

 

◇ 通告２番 三浦喜久夫（７番） ◇ 

○議長（小平一博君） ７番、三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） ７番、三浦喜久夫でございます。 

通告に従い、一般質問を行います。 

今日は、低炭素なライフスタイルの推進で環境意識の高揚を図るというテー

マで質問をしていきます。 

2050 年、カーボンニュートラルに向けたアクションプラン、町の地球温暖化

防止実行計画の区域施策編が策定されました。普及啓発活動の推進の項目に、

住民主体で取り組むゼロカーボン事業の支援があります。 

町は、ゼロカーボン化を推進する事業の支援、地域リーダーを育てる場を後

押しして、町全体で持続的にゼロカーボン達成に取り組めるよう努めるとあり

ます。 

この計画目標達成の一つは、町民の環境意識が鍵と思います。脱炭素社会に

向けた町民の意識をどう高めていくか、考えていきたいと思います。 

７次まちづくりプラン、分野Ｈの持続可能な環境の実現、その中に③として、

環境に配慮した行動ができる人づくりのため、将来を担う小学生に対する環境

教育を継続的に実施、環境意識を育みますとあります。 

次世代に環境意識を持ってもらうことは大切です。学習機会を増やすことで、

環境意識を育むことはできると思いますが、まず、今の社会を受け継いできた

大人が、尐しでも環境を意識し、今までの生活の見直しも含め行動すべきと思

っております。無理なく負担のないように、普通に生活していても尐しでも環

境に意識した生活を送っている、そんな大人の姿を子どもに見せることも大切

です。目に見えなくとも、一人ひとりのライフスタイルの転換をしていくこと

が必要かと思います。 

（１）番の質問に入ります。 

町民生活意識調査では、過去３年の結果で、回答者の８割前後が「環境にや

さしい生活を心がけたりしている」と答えております。回答率は毎年 35％前後

ということになっております。平成 25 年前後は 40％を超える回答率で、60％
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強が「はい」と答えております。 

このアンケート結果で、町民の環境に対する意識をどういうふうに見ておる

か、お答えを願います。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

多田五環境水道課長。 

○環境水道課長（多田五 素君） 町民生活意識調査の回答率が 35％前後というのは、

統計学上、実情を把握し得る値であり、これまでもこの調査結果を基に行政評

価を行っておりますので、その中での評価、分析とさせていただきます。 

環境にやさしい生活に心がけ、実践している町民の割合ですが、平成 29 年度

以前は、「あなたは地球温暖化防止などのために、環境にやさしい生活を心がけ、

実践していますか」という設問であり、実践等している割合は 60～65％程度で

ございましたが、平成 30 年度からは、設問の文章を変更し、「地球温暖化防止

のために」を外し、環境にやさしい生活として、「ごみの減量、分別、不用品の

再利用、再生可能エネルギーの利用、節電、節水など」と具体的な取り組みを

示し、お聞きをしており、議員ご指摘の 80％前後で推移をいたしております。 

さらに、その取り組み内容も、自由記述により併せてお聞きをしており、「ご

みの正しい分別」「節電」「節水」という回答が圧倒的に多く、次いで「不用品

の再利用」「太陽光発電」「ごみの減量」といった状況でございます。 

また、当町のごみ分別は、他市町村に誇れるほど適正に行われている実態か

らしても、町民の皆様のごみ分別に対する意識は非常に高いのではないかと感

じております。 

しかしながら、環境にやさしい生活といっても、具体例に示したとおり、地

球温暖化やリサイクル、食品ロス削減、ごみ減量等々幅広い分野に及んでおり

ます。そのため、一概に町民の皆様の環境意識の高い・低いを分析するのは若

干難しいのではないかなというふうに考えております。 

町といたしましては、今後も、先ほどのさまざまな環境分野に対する町民の

皆様の意識が高揚していくよう努めていく必要があるものというふうに認識を

いたしております。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） 確かに統計学上はその難しい、判断は難しいかと思います。 

①番の方の質問に移っていきたいと思います。 

2003 年から環境省は、地球温暖化防止対策のためのＣＯ２削減、ライトダウ
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ンキャンペーンを実施し、ライトアップ施設また各家庭の照明の一斉消灯を呼

びかけて、参加施設数と削減消費電力量を集計した経過もございます。当町で

も 2018 年頃からは環境省がやめてからは行っていないようですが、過去にそう

いったＣＯ２削減、ライトダウンキャンペーンの取り組みを行いましたが、当

時の賛同者の状況や現状についてお伺いいたします。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

多田五環境水道課長。 

○環境水道課長（多田五 素君） ご案内のＣＯ２削減、ライトダウンキャンペーン

でございますが、環境省におきまして、平成 15 年度から平成 30 年度までの 16

年間にわたり実施がなされたところでございます。 

環境省では、平成 30 年度の事業終了に際し、「国民の皆様に日常生活の中で

地球温暖化対策を実践する契機としていただくことについては定着してきてお

り、また、近年のＬＥＤ照明の普及状況を鑑み、環境省による呼びかけは終了

することとした」としております。 

一方、高森町では、平成 18 年度から平成 29 年度までの 12 年間「ライトダウ

ン in たかもり」として事業実施をいたしております。平成 18 年度から平成 26

年度までは、参加事業所や世帯を募集し、参加者を把握した上で実施をしてお

ります。平成 18 年度当初は、事業所 13 店舗、131 世帯の参加でございました

が、平成 22 年度には 55 店舗、206 世帯、平成 26 年度には、事業所数は 74 店

舗と大幅に増加した一方で、世帯数は 53 世帯に減尐といった状況でございます。

平成 27 年度から平成 29 年度までは、野外上映会や星空観察会等のイベント開

催と、全世帯等への協力依頼という形に変更をし、事業実施を図ってきたとこ

ろでございます。このキャンペーン実施期間中には、事業所・世帯ともに一定

時間消灯する等、電気使用量の減尐、地球温暖化抑制にご理解ご協力をいただ

いたところでございますが、平成 29 年度に一定の効果があったものとして、当

事業をやめたものと推測をいたしております。 

ご質問の当時の賛同者の現状についてでございますが、事業終了後、追跡調

査また実態調査、実態把握といったものを行っておりませんので、現状につい

てはちょっと不明といった状況にございます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） 補足質問でお願いいたします。 



 －66－   

一定の効果、成果があったということで、現状はやっていないということで

ございますけれども、身近な地球温暖化対策の取り組みの一つとして、継続し

ている自治体もあるということでございます。こういったことをするのは、事

業所の協力も必要であり、効果があったということであれば、またこの環境意

識を高めていくということで、再度こういったライトダウンキャンペーンを再

びやってみるというお考えはございますでしょうか。 

○議長（小平一博君） 補足質問に対する答弁を求めます。 

多田五環境水道課長。 

○環境水道課長（多田五 素君） この取り組みの復活というところにあたりまして

は、やはり事業評価を行った上で検討をする必要があるというふうに思います。

検討の結果、効果が高いという、そういった結果が得られれば、この事業の復

活といったものについても検討をしていく必要があるのではないかなというふ

うに考えます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） 先ほど一定の効果もあったということでございます。意識

を高めるにはもう一回こういうようなことも必要かなというふうに思っており

ます。 

②番の関連質問に移ります。 

エコライフチェックシート、これは省エネや節水、家庭から出るごみを減ら

すなど、身近なところからエコライフを実践する項目が示され、その項目を実

践すれば、どれくらいＣＯ２が減ったのか、チェックできる簡単なシートです。

15 年ほど前の公民館報たかもりに掲載されていた記事でございますけれども、

地域温暖化防止の会、たかもり環境塾と名前を変えたりしておったようでござ

いますけれども、その女性グループがエコライフチェックシートを毎年６月に

小学生を対象に配布し、家庭等で調査を行っていたことが掲載されておりまし

た。３、４年間続いたということでございます。 

このエコライフチェックシートを使って、一日どれくらいＣＯ２削減ができ

るのか、自己判断する、そういった取り組みをしているところもございます。

当町でもこういったものを取り組んでみたらどうかと思いますけれども、お伺

いいたします。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 
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多田五環境水道課長。 

○環境水道課長（多田五 素君） ただいまご紹介をいただきましたエコライフチェ

ックシートでございますが、全国でも活用をしている自治体もあるということ

でございますので、意識高揚を図る取り組みの一つとしては非常に有効だとい

うふうに考えますので、今後の参考にさせていただきたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） それでは、③番の関連質問に移ります。 

町のホームページを見ておりましたら、環境という形でキーワードで追っか

けていきましたら、環境家計簿～光熱水費ダイエット～というそういった見出

しが付いておりまして、ちょっと気になって見てみましたが、このちょっとし

た行動がＣＯ２削減になり、家計費にもつながるという、家計費削減にもつな

がるというようなものでございました。これも意識を高めるツールとしていい

アイテムだったと思います。 

今の現状をお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

多田五環境水道課長。 

○環境水道課長（多田五 素君） 町ホームページにアップされております環境家計

簿の現状でございますが、ＣＯ２の排出係数の更新がなされていないものが掲

載されていたということもありまして、アクセス数がかなり尐ないといった状

況でございます。 

この環境家計簿を利用することは、地球温暖化抑制への意識の高揚に資する

ばかりでなく、その名のとおり、各世帯のＣＯ２排出量の家計簿にもなり、い

ま議員からご指摘もいただきましたように、家計にもやさしい取り組みになる

ものでございますので、その活用を広く周知を今後してまいりたいと、そのよ

うに考えております。 

以上でございます。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） 私がこの通告書を作っておるときは、いくらかそういった

ものは載っておりましたけれども、いま見ると、ゼロがずっと並んだただ表だ

け見れたということでございます。ぜひとも手軽にチェックができる、家計費

節減ができる、各家庭で取り組めるものだと思いますので、ぜひとも考えてい
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ただければと思います。よろしくお願いします。 

それでは、④の関連質問に移ります。 

ＣＯ２削減に向けては、ちょっとしたライフスタイルの転換も必要です。春

夏秋冬、季節ごとに取り組むことはまたいろいろあるかと思います。脱炭素、

今月のＣＯ２ダイエットというような勝手なちょっとタイトルを付けましたけ

れども、このようなちょっとタイトルを付けたコラムを、広報やホームページ、

そういったものなどを設けて、毎月シリーズで環境にやさしい生活情報を、紙

ベースであるとか、オンライン上で提供することも、意識を高めることにつな

がるのではないかというふうに考えます。 

そういった広報やホームページなどの媒体を使って、月一回、低炭素なライ

フスタイルを推進する情報提供をするということについてはいかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ④に対する答弁を求めます。 

多田五環境水道課長。 

○環境水道課長（多田五 素君） 昨年度完成をいたしました第３次高森町環境基本

計画の４つの計画の柱のうち、柱Ａとして、2050 年カーボンニュートラルの実

現を掲げ、町主体の手立てとして、「地球温暖化防止の取り組み等に関する情報

を提供する」といたしております。 

また、先ほどご紹介もいただきましたけれども、７月には高森町地球温暖化

防止実行計画、区域施策編の公表を予定をいたしておりまして、昨年３月に高

森町議会と共同で表明をいたしました「ゼロカーボンシティ宣言」を具現化し

ていくためにも、これまで以上に積極的な取り組み、行動が求められているも

のと認識をいたしております。 

そのため、令和４年度予算編成にあたり、議会からいただきました予算提言

へご回答したとおり、ホームページを充実し、脱炭素に関する情報を提供して

いくことはもちろんでございますが、広報たかもりへの月１回の地球温暖化に

関する情報提供につきましても、前向きに検討をしてまいりたいと思っており

ます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） ⑤番の関連質問に移ります。 

町が登録を推進している「さんあ～る」なんですけれども、私も「さんあ～

る」に登録してあります。たまにメニューにあるクイズや何かも挑戦して楽し
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んでおりますけれども、その推進をしている「さんあ～る」のメニュー、その

中にメニュークイズというような項目があります。また勝手にタイトルを命名

してしまいますけれども、今日のＣＯ２一日一減であるとか、ＣＯ２ダイエッ

トにトライのような、そんなような項目を作って、さらにポイント制度や何か

も付けながら、低炭素ライフスタイルを実践してもらうということについては

どうでしょうか。お答え願います。 

○議長（小平一博君） ⑤に対する答弁を求めます。 

多田五環境水道課長。 

○環境水道課長（多田五 素君） 「さんあ～る」の提供事業者へ確認をさせていた

だいたところ、この「さんあ～る」は、市町村共通のパッケージで販売をして

おりまして、市町村ごとの開発はしていないため、現時点では、三浦議員が命

名されましたＣＯ２ダイエットにトライといったような、そういった機能をち

ょっと追加するということはできないという回答でございました。 

一方、ポイント制度につきましては、環境省におきましては、今後、日常の

環境配慮がポイントとして還元され、地域住民の行動変容を促す仕組みを拡大

していくとしておりますし、高森町におきましても、先の地球温暖化防止実行

計画の中でも、「省エネ行動をポイント化して町内で割引が受けられるなど、利

用者にメリットがある仕組みを検討する」といたしておりまして、地球温暖化

を無理なく、そして楽しく実践していただく仕組みを今後構築してまいります。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） その「さんあ～る」に「柿丸くん」が載っておったので、

高森で独自にいろいろできるのかなと思いましたけれども、そういうことであ

れば、また違うことでまたお願いしたいと思います。 

また、ポイント制度もそういった日常の生活を変える、楽しんでやる分には、

やっぱり今の時代、ポイントがたまるとうれしいなということもありますので、

そういった中で脱炭素に向けてのライフスタイルができていけばなというふう

に考えております。 

いろいろあれもこれもということを申し上げましたけれども、あまりいろい

ろやろうとすると、かえって負担になるかと思います。無理なく、できるとこ

ろから尐しずつやっていくことかなというふうに、私たち町民もそういうふう

に思っております。 

（２）番の質問に移ります。 
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カーボンニュートラルに向けては、一人ひとりの意識の高さが求められるが、

それを広めていくことも必要かと思います。 

地方自治ジャーナリストの著書からちょっと得たものでございますけれども、

担い手を生み出す施策は無作為抽出という見出しに惹かれて、その著書を読ん

だ中で提案するものでございます。福岡県の大刀洗町で、町民 1,000 人を抽出

して、協議会の内容の説明文や参加を募る手紙を送る。そして、参加を希望す

るとの返信を寄せてきた住民を委員に任命するというものです。今までの自治

会や各種団体の代表、公募といった集め方の住民参加ではなく、行政とあまり

接点のなかった住民やテーマに関心のある住民が、委員会や協議会の構成メン

バーになるというものです。大刀洗町は、参加希望者が９％ということで、他

の自治体でも希望率は５％ということでございますので、仮に 500 人抽出して

そういったことを取り組みをしても、20 人くらいの協議会ができるのではない

のかと、私は勝手に想定しております。 

意識の高い人が、またさらに知識を深めて、意識の高い人からこの意識をさ

らに広げていく、そういったための協議会、この無作為抽出型を参考にして選

んだ低炭素なライフスタイル推進のための住民協議会を設立したらどうかと思

いますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） （２）に対する答弁を求めます。 

多田五環境水道課長。 

○環境水道課長（多田五 素君） 令和３年度に地球温暖化防止実行計画を策定する

にあたり、検討委員会を編成をし、半年以上にわたり議論をしてまいりました。 

今後は、この計画に基づき、まさに実践に移していく時に来ているというふ

うに考えておりますので、ご提案いただきました住民協議会をすぐに設立する

ということについては考えておりません。 

しかしながら、脱炭素に係る取り組みは長期間にわたりますので、今後、議

員のご提案を参考に、低炭素なライフスタイル推進のための協議会設立につい

ても検討をしてまいりたいと、そのように考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） そうですね、長い取り組みの中で、また考えていただきた

いと思います。 

最後の①番の質問に移ります。 
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町内には環境について意識した仲間で行動しているグループや団体はあると

思っております。環境活動をしているグループや団体が、またそれがつながっ

ていく、そんなこともライフスタイルを見直すきっかけづくりになるかもしれ

ません。低炭素な行動、ライフスタイルをしようと思っているグループが数多

くあることで、脱炭素社会実現に、それが強みになっていくと思っております。 

町民主体のまちづくり補助事業の「まちと共創型」に、環境活動や脱炭素推

進のグループや団体を増やすことに力を入れてみたらと考えますけれども、い

かがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

多田五環境水道課長。 

○環境水道課長（多田五 素君） 令和４年度の町民主体のまちづくり活動支援事業

の「まちと共創型」事業は、４事業でございまして、環境に関する事業はあり

ませんが、令和３年度から三浦議員にもご参画いただいております「ＧＡＩＲ

ＡＩバスターズ」の事業は、元はこの「まちと共創型」から立ち上がった取り

組みになります。 

議員ご指摘のとおり、町内で環境活動や脱炭素団体等が増えていくことは非

常に大切であると認識をいたしておりますが、令和３年度末時点での町内の環

境に関する主な活動団体は３団体であり、団体における担い手の高齢化等によ

り、以前より環境団体が減尐しているのが実態かというふうに思います。 

環境施策を取り巻く状況といたしまして、カーボンニュートラルの実現、自

然環境の保全、循環型社会の構築等々、解決しなければならない諸課題が多く

あるわけでございますが、町が主導をするこの取り組みについては、人員体制

も含め、検討をしてまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 三浦喜久夫君。 

○７番（三浦喜久夫君） 私も「ＧＡＩＲＡＩバスターズ」で活動して、そういった

グループがまたいろいろ増えていくこと、また期待して、それぞれ町民の皆様

方が環境に対する意識が尐しでも高まっていけたらなあということを考えてお

ります。 

以上で私の一般質問を終わりにしたいと思います。 

○議長（小平一博君） ここで暫時休憩に入ります。 

再開は 10 時 35 分です。 



 －72－   

 

休 憩  午前１０時２４分 

再 開  午前１０時３５分 

 

○議長（小平一博君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告３番 北沢幸保（10 番） ◇ 

○議長（小平一博君） 10 番、北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 議席番号 10 番、北沢幸保です。 

通告に従いまして、山吹ほたるパーク周辺開発事業等について、質問させて

いただきます。 

(１)に入ります。 

１月 27 日に下平地区館で行われた説明会の会議録によると、「地権者の皆様

にもご了解いただいて、町の方で用地を買い取らせていただき、ダイエーパチ

ンコさんの建屋については、民間にある方にお願いして買い取っていただき、

そこを改修することによって、まちづくりの拠点の一つとなるように整備をし

て有効活用してみてはどうか」という話がくる中で云々と、町長は経過を説明

しております。 

この提案は、どなたからいただいたのか、伺います。 

また、町長は、生活者起点の行政、町民主導の行政を掲げていますが、町民

からの要望があったわけではなく、業者主導の行政になっているのではないで

しょうか、伺います。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 経過説明等につきましては、これまでさせてきていただいた

とおりでございます。もし付け加えがあるとすれば、現在、山吹地籍で検討さ

れている競艇場の場外舟券売り場、これをクラブハウス予定地の旧ダイエーの

建物と敷地で行いたい、そういった協議等が進んでいるという情報が入ってく

る中で、町としては、商業地や山吹ほたるパークなども隣接している今後のま

ちづくりに可能性がある場所を、そのような用途で使用されていくのは非常に

残念だということがあり、ほかの有効利用の方法があるのではないかというこ

とで検討をさせていただき、それまで長野県サッカー協会からいただいていた
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要望、それやまちづくりの提案、こういったものを基に、協会を通じて図面等

の作成をお願いし、地権者、建物の所有者、地元の山吹区、上平地区、議会の

皆様に提案を申し上げ、協議をして了解をいただきましたので、事業を進める

というような決断をさせていただいたものであります。 

下平の説明会の議事録でこのようになっていたということで、まず誤解を招

くような説明になったということについては、お詫びを申し上げながら訂正を

させていただきたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、①に移ります。 

４月にクラブハウスの基本設計が報告されました。フットサル・テニスは図

面からわかりますが、それ以外どのようなスポーツや活用ができるのか、伺い

ます。 

○１０番（北沢幸保君） ①に対する答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） 競技スポーツとしましては、競技スポーツとしての利用

につきましては、天五の高さ等を考慮いたしまして、現時点ではフットサルと

テニスのラインを入れる予定にしておりますが、広い敷地と負担のかからない

床材で整備することで、健康教室からイベントまで用途は多様にあると考えて

おります。 

今後、公募する将来の担い手になり得る事業者の提案などにも期待していき

たいと考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、②に移ります。 

クラブハウスは、地方創生拠点整備交付金を活用して整備がされますが、そ

の申請によると、高森町スポーツ拠点施設（仮称）として整備する計画が立て

られています。多くの町民が利用するわけですが、そのほか身障者や高齢者も

活用できるように、エレベーターが必須ではないかというふうに思いますが、

その点について、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

三沢建設課長。 
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○建設課長（三沢 茂君） 現在の建物の構造の中にエレベーター施設を設置するこ

とは、建物の耐久構造の面から不可能な状況であります。建物の外側にエレベ

ーターを設置することになりますが、今回の計画の中では考慮されてはおりま

せん。 

２階には、会議室、観覧席を計画しておりますが、身障者、高齢者が観覧さ

れる場合には、コートの外側の通路を想定しております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ③に入ります。 

国への交付金申請時に提出した、スポーツを通じた高森町の賑わい創出事業

によると、高森町スポーツコミッション（仮称）を立ち上げるとしています。

平日は地域住民が主体となり、休日には高森町スポーツコミッションが主体と

なって活用して、高森町全体の賑わいが創出され、まちづくりや地域活性化に

つながると説明しています。 

賑わい創出事業の５年間の数値目標と、目標達成するための方策を伺います。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 地方創生拠点整備交付金の申請に係る地方再

生計画、スポーツを通じた高森町の賑わい創出事業では、2028 年の長野国体開

催を見据えて、体育協会や各スポーツ関係団体、商工観光業など民間事業者に

より構成される高森町スポーツコミッション（仮称）を設立し、スポーツとそ

の他の地域資源を掛け合わせ、クラブハウスを有効的に活用することで、スポ

ーツを軸とした交流人口の創出を実現することを目指す将来像としています。

サッカー場やかわまちづくり事業との将来的な連携も含めて、当該事業の 2022

年度から 2026 年度までの５年間の累計数値目標を、来場者数 4,900 人、スポー

ツコミッション主催イベント 74 回として、各年度の数値目標についても個別に

定めています。 

６月から現在行っております、山吹ほたるパーク周辺開発事業、スポーツ拠

点施設利用等共同検討に係る事業提案、公募型プロポーザルにおいて、ほたる

パーク周辺一帯を地域内外から人が集まる、魅力あふれる場所とするため、高

森町スポーツ拠点施設の整備を進めていく上で、将来の担い手となり得る事業

者を現在募集しています。選定された事業者とともに、各種団体間の連携体制、
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活用、運用方法等など共に検討をしていきたいと考えております。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） （２）に入ります。 

今年度から山吹下河原地域土地利用計画が予算化されました。この計画がで

きあがると、河川・道路・上下水道・災害対策等のインフラの計画的な整備や

改修が必要になると思われます。 

サッカー場建設は、この土地利用全体計画の中で、建設場所、それからイン

フラ整備、災害対策、財政見通し等を含めてじっくり検討すべきではないかと

考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） （２）に対する答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） 今から 30 年前、平成５年頃より、現在の MEGA ドンキの

場所へ食料品のスーパーマーケット建設計画が持ち上がり、紆余曲折を経なが

ら現在の商業地域を形成してきております。しかしながら、現在、山吹下河原

地区は、リニア長野県駅から近郊であり、三遠南信自動車道、竜神大橋の架橋

など、急速な変化を受ける地域であり、スピード感を持った対応が求められて

います。 

このような環境の中で、いま町が進めているかわまちづくり計画、ほたるパ

ーク周辺開発を核とした土地利用計画を、住民の声を聞きながら策定しようと

しているところです。一から計画を起こすことではなく、点と点を面的に整備

していく手法を考えています。 

災害対策としては、国土交通省で天竜川護岸工事が計画的に行われており、

堤防高の不足を補い、完成堤防を目指しており、財政面についても、メニュー

に応じて活用できる事業を採択していきたいと考えております。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問いたします。 

広いところの計画を立てていくわけですが、なぜサッカー場だけを急ぐのか

といった点について、明確にちょっと説明をお願いしたいと思います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） サッカー場だけを急いでいるという認識は、町の方にはござ

いません。 
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以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） では１に移ります。①に移ります。 

スポーツ尐年団サッカー部は、３月７日に、環境対策を講じた上で人工芝サ

ッカー場が町に建設されることを要望しております。 

山吹区では、天伯峡ホタル管理委員会や北小学校の児童が、長年環境保全や

ホタルの飼育に取り組んでこられ、昨年は 2,000 匹以上のホタルを確認したそ

うです。 

サッカー場やクラブハウスは夜 10 時までが使用時間となっているため、ホタ

ルの成虫や幼虫、カワニナ等の生息環境への影響が大変心配されます。専門家

に環境影響評価をしてもらうなど、生態系の確実な保全対策について、伺いま

す。 

○議長（小平一博君） ①の答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 議員ご指摘のとおり、照明はホタルやカワニ

ナ等の生態系への影響は尐なからずあると考えます。しかしながら、以前から

大型店舗が出店しており、照明は現在では夜中の夜１時半までついていますし、

以前営業していたパチンコ店も消灯は夜 10 時半頃でしたので、そうした意味か

らは、サッカー場やクラブハウスに特化した環境の影響はないと考えます。 

環境保全やホタル、カワニナ等の保護の立場からは、３年前から当町に入っ

ていただいている信大特任教授、藤山静雄先生は、ホタル研究の大家であり、

実際にご自身も松本市で「ほたると水辺の会」を運営し、市街地でのホタルの

保護活動を行っています。そうした方に以前から指導に入っていただいており、

今後も環境の変化には対応してご指導いただく予定です。 

山吹下段地区の周辺整備による賑わいの創設とともに、ホタルも生育できる

環境をどうやって構築していくか、今後も継続して取り組んでまいります。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 以前も現在もあの地域は明るい地域になってきております

が、サッカー場を造ることによって、サッカー場の照明が何本も立つわけです。

そういった中で光の色だとか、光の強さ、それから光の光源の場所、大きく変

わります。しっかりそこら辺検討して、ホタルが減るということのないように、

しっかりお願いしたいと思います。 
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続いて、②に移ります。 

人工芝それからゴムチップ、防球ネット等の石油製品は、マイクロプラスチ

ックの発生源となり、2030 年までの持続可能な開発目標であるＳＤＧｓに逆行

する計画となります。 

また、今年３月に策定した第３次高森町環境基本計画の前文には、地球の自

然は次代に引き継ぐものでなく、次代、次の代ね、次代に引き継ぐものでなく、

次代の人々から借りているもので、汚さず返さなければならないものとする認

識のもとに、高森町町民憲章の一番目にあります、「自然を大切にして豊かな緑

と水のきれいな町をつくります」を創造すると、そのように記載しております。 

ＳＤＧｓや環境基本計画に対する対策と町長の決意を伺います。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、ＳＤＧｓに対する決意というようなことでございます

けれど、そもそもＳＤＧｓの考え方が、環境のところに特化する考え方ではご

ざいませんので、その辺については、ぜひ質問時に、議員の皆様もご理解をい

ただいて質問をしていただきたいと思っています。 

これまで一般質問でも何度も取り上げていただいて、その都度説明をさせて

きていただいておりますけれども、ＳＤＧｓそのものについては、「地球上の誰

一人を取り残さない」、そういう意志のもと、地球を保護しながら、あらゆる貧

困であったりとか、すべての皆さんが平和と豊かさを得るという、持続可能な

開発目標になっております。17 の目標と 169 のターゲットということになって

います。つまり、身近に起こる、例えば地域課題、こういったものや差別、こ

ういった問題を、他人事にせずに解決に取り組むことができる人材、こういっ

たことを育てることが、一番ＳＤＧｓにつながっていくことだと私は考えてお

りますので、第７次まちづくりプランの目標、将来像、自分自身のマニフェス

トもそういった形になっているということです。 

今回の人工芝のマイクロプラスチックの流出に対する考え方ということで考

えれば、使用しないということは、ＳＤＧｓでも何も言ってないですし、町も

そういうことを言っていることでは、環境計画の中でも言っているものではな

いと認識しております。 

環境への負荷をどのように軽減して取り組むかということが重要であって、

そのために建設時は、サッカーのグラウンドの周辺を計画高よりも下げて、防
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球ネットの下の部分を防塵ネットに変えて、それでピッチ側へいろんなものの

飛散を防ぐ努力をする。また、敷地排水に混入しない、こういった計画をして

いくということです。 

供用開始後につきましては、利用者に、衣類や靴に付着したパイル片であっ

たりとか充填剤、こういったものをきちんと落としてコートの外に出ていただ

くということをお願いしますし、降雪時には、除雪した雪が、雪の中にパイル

片や充填剤が混入してしまうということがあるので、流出を防ぐために決めら

れた集積所に雪をまとめる、こういったような形で、まずは使う側の責任、造

る側の責任と使う側の責任、こういったものをきちんと果たしていくというの

がＳＤＧｓの考え方だと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問いたします。 

４月に須坂市のサッカー場が新しく完成しました。そこは人工芝で、環境負

荷を軽減するためにいろいろな工夫して取り組んでおります。一つは、人工芝

は耐久性や温度抑制効果の高い素材を選んでいるということ。それから雤水は

集めて地下浸透させ、施設内排水を採用すると、それから集水桝にはフィルタ

ーを設置しているなど、ＳＤＧｓ対策をしているというふうに説明しておりま

す。 

高森町においては、そこら辺の検討や対策をどのように具体的に考えている

のか。先ほど防球ネットの下に細かい目のものを張るという説明がありました

が、そのほかの対策をお聞きします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） 排水対策につきましては、この間議員各位も視察に行か

れたと、サッカー場、松本市のサッカー場や筑北みたいなところにつきまして

は、全部自分のところの雤量、雤水をコートの中に浸透させるような方法をと

っておるんですけれども、山吹の今の地籍でありますけれども、ちょっと浸透

させることは難しいので、その下に一応貯水のタンクを作るような今は計画で

考えておりますけれども、実際これから実施設計までの間に期間がありますの

で、どういった構造がいいのかということは、研究をしていきたいと思ってお

りますけれども、そういったものを取りながら、排水するときには細かい網を
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付けるとか、そういったことを考えながら、河川にマイクロチップが出ないよ

うな方策は考えていきたいと考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ③に移ります。 

須坂市では、2019 年の千曲川の決壊により、河川敷内にあったサッカー場が

大きな被害を受けております。そして今年４月に、災害の尐ない場所に移転し

て、公認の人工芝サッカー場が完成したというふうにお聞きしました。 

ほたるパーク周辺は、ハザードマップを見ますと、浸水想定区域３メートル

未満、土砂災害警戒区域５箇所が指定されています。 

このような災害の危険のある場所に公共施設を新設することに対して、どの

ような検討を行い、どのような対策を考えているのか、伺います。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） この施設が直接的に影響を受ける、ご指摘の天竜川の浸

水想定は、平成 28 年に国交省が改定した、天竜川の千年確率での洪水によるも

のです。 

なお、今ご指摘いただきました千曲川は、河川敷とは異なって、これは河川

敷外であるということも、当然ご認識の上で答弁をさせていただきますけれど

も、このような場所に公共施設が立地することに関しましては、元々防災多目

的広場であるほたるパークがあって、これらを再整備、再利用とするという点

で、例えば、用地の選定からスタートするような新設とは違うと考えておりま

す。また、その利用や運営形態から見ても、河川ですので、数時間前から水位

予測が可能な河川氾濫のリスクに備えて、利用者の誘導、避難誘導策を整えれ

ば、十分に防災対策が可能であるということがわかります。 

以上を踏まえつつ、周辺の排水路や河川、あるいは避難路ともなり得る比較

的恵まれた道路環境等も勘案した上で、今回の計画の施設の立地は、防災面で

も十分に可能であると考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、（３）に入ります。 

４月３日、飯田松尾総合運動場で松本山雅が 1,000 人の観客を集めて、Ｊリ
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ーグ参入後初のトレーニングマッチを行いました。当町のサッカー場は、限ら

れた場所で計画せざるを得ず、観客席は尐なく、このようなトレーニングマッ

チはできないのではないでしょうか。 

どのような試合開催を目指して設計しているのか、伺います。 

○議長（小平一博君） (３)に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 高森町を含む南信地域には芝のサッカー専用

コートがなく、大会に参加するためには遠征が必要であり、地元の大会も南信

地域で開催ができませんでした。まずは、小中高校生を中心に、地域の大会や

練習が地元でできるということを重要視しております。 

また、日本サッカー協会がサッカーの競技に適した人工芝を敷設したピッチ

を公認するＪＦＡロングパイル人工芝ピッチ公認制度があり、当町では、この

公認を現在目指しております。そういったＪＦＡ等が計画する大会等も開催で

きればということも一つ考えているところでございます。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

今年度予算で松本山雅に 300 万円の出資が計上されました。ホームタウンに

なった場合、毎年の出資が必要になるのか否か、お聞きします。 

また、いつ山雅と調印し、町民にどのような利点、恩恵があるのか、伺いま

す。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） まず、この出資金は一回限りの支出です。ホームタウン

協定等につきましては、５月 31 日のＪＦＡ日本サッカー協会での決定を経まし

て、協定締結の調印式の日取りを７月上旪で調整中です。まもなく日が確定し

てくる予定です。 

この出資金の支払いは、調印式前後の予定となっております。 

町民益を申し上げますと、まだこれは他市町村の事例ですが、県内では松本

市以下９つの市町村が、これは高森町を除いて、既にホームタウンとなってお

りまして、昨年実績では計 177 回のサッカークリニック、健康スポーツの 210

回を含む計 392 回の地域貢献活動が展開されています。これら合計 569 回の活

動は、いくつかその出資した金額で、市とか違いがあるんですが、当町と同様
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な 300 万円を出資した町村ですと、年平均６回から７回の実施となっています。

他市町村の実績からも、ホームタウン化は、単なる資本関係を超えて、松本山

雅が出資市町村に根差した地域貢献活動を展開していることから、当町におい

ても、町民の皆さんのスポーツ振興、健康づくりをはじめ、暮らしと、ひいて

は経済の活性化に寄与するものと期待しております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ②に移ります。 

この山雅のホームタウン構想は、中学校の「みらい懇談会」で提案されたと

のことです。現在、当町にはこのような出資の可否を判断する例規は整備され

ておりません。 

今後、同様な出資を他の法人に行う場合の判断基準とするために、条例や規

則等を整備しておく必要があると考えますが、いかがですか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 令和２年度の決算書にも明記させていただいておるとおり、

町では 13 の団体、会社等に出資をしております。いずれもその都度に出資金の

予算審議を議会にお願いしているということです。 

今後も他法人へもし出資金等の是非等があるようであれば、予算の審議にお

いて議会でご決定いただければ結構かと思っております。 

他の一部自治体に見られるような条例につきましても、私が知っている限り

でありますが、第三セクター等の特定法人に係る財政上の規律確保とリスクヘ

ッジを目的とするものであり、今回の出資のケースとは視点が異なると思って

おります。 

これはあくまでも行政側の考えですので、もしも議員ご提案のような条例が

議会として必要であるようなら、議員提案でお願いしたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ③に移ります。 

ほたるパーク周辺では、日本サッカー協会公認の人工芝ピッチを整備する計

画になっています。 

長野県では、松本市サッカー場に加えて、この４月に須坂市のサッカー場が
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人工芝公認サッカー場となりました。全国ではこれまでに 258 箇所が公認され

ましたが、現在、公認として残っているのは 94 箇所のみとなり、36.4％の継続

率となっております。 

公認を維持するためには、３年ごとに公認の更新が必要になります。当町で

は公認を継続するのか。公認を維持するためにはどのような経費が必要になる

のか、伺います。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 公認の維持については、その都度判断をして

まいりたいと考えております。 

経費については、公認・非公認にかかわらず、年間維持管理費として約 100

万円を見込んでいます。 

公認手数料は次のとおりとなります。初回は、新規公認料 33 万円にフィール

ドテスト費用として約 110 万円。２回目が、公認料が 11 万円、フィールドテス

ト費用料は同額 67 万円。３回目が、公認料６万６千円、フィールドテスト 67

万円。４回目が、公認料３万３千円、フィールドテスト 67 万円というようにお

伺いしております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、④に移ります。 

公認と非公認と、公認についてはその都度検討していくという回答でありま

した。 

そうした場合に、そこで行われる試合の内容、どんな試合が行われるのか、

その差があるのか、ないのか、お聞きします。 

○議長（小平一博君） ④に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 行われる試合に違いはございませんが、公認

があることで、ＪＦＡ主催大会等が行われる可能性が高くなるということです。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） (４)に入ります。 

山吹ほたるパーク周辺開発事業は、総工事費８億 7,000 万円余で、最終的な

町の持ち出し額は３億 7,000 万余と、そういった資料が示されました。町民一
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人当たりにしますと３万円余という大変大きな負担になります。サッカー場の

基本設計、基本計画図面が６月１日に全協で報告されました。 

今後、説明会を開催しますというふうに説明がありましたが、町民への周知

と賛否の声をどのように集約するのか、伺います。 

また、サッカー場の設計のみならず、山吹ほたるパーク周辺開発事業全般に

対するパブリックコメントを募集して、町民の英知を募って進めるべきだと考

えますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） （４）に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） ほたるパークの周辺開発事業につきましては、山吹の上平地

区、駒場地区、下平地区、山吹区、全町等で説明会を行い、財源と概算事業費

を説明しました。これまでもそれ以外にも、子どもたちや保護者、関係者など

とも懇談を行ってきております。 

確かに財政面等で不安視されるというご意見もございましたけれども、南信

州地域にほとんど整備されていない、地域の子どもたちが夢を描ける場所とし

て、地元はもちろん、町内外の皆様からも期待の声が寄せられているというこ

とです。 

併せて、昨年から議会の皆様にも丁寧に説明をさせていただき、予算案もご

決定いただいているということですので、今から賛否の判断をするのではなく、

計画概要についての意見等を伺ってまいりたいと思っておりますが、パブリッ

クコメントというやり方は検討しておりません。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 関連質問①に移ります。 

最近の物価高騰は著しく、企業物価指数は、前年比 10％上昇と報じられまし

た。また、６月１日に報告された計画平面図は、これまでの図面と大幅に変更

されています。総工事費や町の持ち出し金額が増額になると懸念されますが、

いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） 公共事業で用いる資機材の単価につきましては、市場に

おける実際の取引価格である実勢価格を反映して設定しておりますが、この資
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機材の単価は上昇傾向にあります。例えば、この１年間で鉄筋は約 22％、軽油

は 16％上昇しております。当然物価上昇がこのまま続くと仮定すれば、総合工

事費及び町の持ち出し金額の増額は予想されます。 

併せて、当初積算していなかったマイクロプラスチック対策や懇談会での要

望などを反映すると、事業費が予定より増額することも予想されますが、可能

な限り経費を節減しつつ、補助事業などを活用して一般財源の縮減に努めてま

いります。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ②を飛ばして③に移ります。 

サッカー場とクラブハウスの歳入として、利用料と電気代が示されておりま

す。それによると、サッカー場が１時間 3,000 円だとか、クラブハウスが 1,000

円というような試算になっております。しかし、当町の他の社会体育施設はい

ま無料という状況でありますが、そちらとの整合性をどう取るのか、伺います。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 使用料、電気代等につきましては、長野県内の同施設の利用

料等を参考に、一番低い利用料の数字を採用して、現在収支計画を立てている

というところでございます。 

現在の社会体育施設として指定管理をお願いしている高森ドームにつきまし

ては、年間指定管理料は無料で、町の分館、消防団などで利用される場合は、

利用料を町が全額負担しているというやり方をしております。 

こうした実績も踏まえつつ、３月に原議員からの一般質問でも、また全町の

説明会でも、社会体育施設の採算性をどう取るのかというようなお話をいただ

いたことから、これらを機に、他の社会体育施設についても、管理運営方法や

利用料について再検討はさせていただきたいと思っております。 

また、公民館施設等についても同様です。 

ただ、私個人的には、子どもたちが夢を描くような場所は、無料でもいいの

ではないかと思っています。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、ちょっと④を飛ばして⑤に移ります。 

町長は、１月 28 日に、「この投資が正しいかどうかは、できあがって 10 年経
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ってみないとわからないこともあるかもしれない」と述べています。町民には、

本計画の情報がほとんど伝わってなく、計画の賛否を判断できる状況ではあり

ません。 

サッカー場については、進んでいる計画をいったん止めて、財政面、他の公

共事業との順番を含めて、さまざまな角度からの検討を加え、多くの町民が、

この投資は正しいと確信が持てるまで着手すべきではないのではないでしょう

か。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 計画概要の収支等については、これまで町として一生懸命や

らせていただいておりますし、ホームページや広報たかもりでも掲載をしてい

るということです。さらに新聞紙上等でも取り上げられておりまして、町民に

計画のほとんどが伝わっていないということは、私はないと思います。 

反問権を使わせていただいてよろしいですか。 

○議長（小平一博君） はい、許可します。どうぞ。 

○町長（壬生照玄君） まず、この文章の中にある、町民には本計画の情報がほとん

ど伝わってないという根拠をお示ししていただきたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 町長の反問権に対する答弁を。 

北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） この間、何カ所かの集会に呼ばれて説明をしてきました。

そういった中では、「もうこの計画は決まっちゃっておるんじゃないか」という

町民が多くおりますが、「その中身についてはわからない」という声が、私が説

明に出た集会の中では多く聞かれております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） よろしいでしょうか。 

町長。 

○町長（壬生照玄君） 多くというのが、どういう集会でどれほど多かったのかとい

うのは、ちょっと理解しがたいところがあるんですけれども、まず、計画の賛

否等については、先ほど申したとおり、この計画はもう決まっている計画で、

議会でもご決定いただいているので、このまま進めていくというのが筋ではな

いかと思います。 
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（質問時間終了の合図） 

○町長（壬生照玄君） 続けてよろしいですか。 

○議長（小平一博君） 終わりです。 

すいません。申し訳ない。どうぞ続けてください。 

○町長（壬生照玄君） この投資が正しいかどうかという部分等も含めまして、私た

ちが説明会等に伺ったり、区長会を通じて各区の皆様に周知をいただいたりと

いうようなところで、さらには、各区長会の皆さんから、町の方に地元説明会

等要望があれば出してほしいというお願いもさせていただいている中で、強固

な反対の声というのは全く私はなかったというような認識をしております。 

さらに、その議会に対しても経緯を 11 月から説明させていただいて、その結

果として、用地取得の予算であったりとか、関連予算の決定をいただいておる

ということであります。 

こういった議会であったり区長会、こういったところの経過を見させていた

だいても、私は、この投資が正しいかどうか、それは 10 年経ってみないとわか

らないところはあるかもしれないですけれども、10 年後に正しいと言っていた

だけるようなそういう計画づくりをして、きちんと町民の皆様に説明してまい

りたいと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） よろしいでしょうか。 

○１０番（北沢幸保君） それでは一般質問を終わります。 

 

◇ 通告４番 木下啓爾（８番） ◇ 

○議長（小平一博君） ８番、木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 議席番号８番、木下啓爾です。 

これから、高森町の高齢者福祉事業への取り組みについて、質問をいたしま

す。 

町は、令和３年高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画を発表しました。

その中の第１章第１節、計画策定の背景と目的において、高齢者が可能な限り

住み慣れた地域で、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことがで

きるよう、医療・介護・介護予防・住まい及び自立した日常生活の支援が包括

的に確保される体制の構築に努めることが重要と書かれ、また、介護保険制度

は 20 年が経過し、介護支援を必要とする高齢者を社会で支える仕組みとして定
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着している。 

一方で、高齢化に伴い、介護サービス利用者も多くなる中、介護給付費の増

加、施設入所への需要の高まり、介護従事者の不足等、さまざまな課題に対応

した新たな対策が求められているとあります。現在、高森町が取り組んでいる、

先ほど出ました体系化された施策事業は非常に重要なものばかりです。改めて

そのことに関心をし、高く評価しております。 

さて、事前に健康福祉課でお聞きしたところ、高森町は、令和２年度の国勢

調査の結果から、高齢化率が、令和２年 10 月１日時点で 32.7％とのことです。

それから１年半ぐらい経っておりますので、現在はさらに高齢化率は高まって

いることと思います。 

そこで、本日は、高齢者福祉施策のうち、高森町の地域包括ケアシステムと

介護保険制度の２点を中心に質問をいたします。お願いいたします。 

項目１の質問です。 

本年度は第８期の中間点となっていますが、高齢者福祉事業、地域包括ケア

システムの重点施策２項目、「高齢者が健康で安心して暮らし続けられるまち」

と「介護が必要になったときに、地域で包括的に継続的に支援が受けられるま

ち」について、現時点の担当課の中間評価と課題をお聞きいたします。 

○議長（小平一博君） （１）についての答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） ただいまご説明いただきましたとおり、第８期計画

の中の７節、地域包括ケアシステムの構築に向けて、重点的に取り組むことと

して、次の２項目を掲げております。 

１つ目の「高齢者が健康で安心して暮らし続けるまち」では、高齢者独居世

帯が増えていく中で、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせることを目指

し、取り組んでおります。 

２つ目に、「介護が必要となったときに、地域で包括的に継続的に支援が受け

られるまち」では、介護保険制度が改正していく中でも、介護サービスが継続

的に受けられるよう取り組むことを目指しております。 

この計画では、成果指標を４項目設けておりまして、令和３年度の状況です

が、指標、中学生以上サポーター数、これは３年度未達成。第１号被保険者の

介護認定率、こちらも未達成。介護認定者に占める重度介護認定者数、こちら

も未達成。認定者に占める在宅サービス利用者数、こちらについては達成でご
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ざいまして、成果指標４項目のうち３項目が令和３年度末で未達成でございま

した。 

しかし、この２年間のコロナ禍におきまして、数値的には大幅に下がったわ

けではなく、こういった状況下では推進できているものととらえております。 

取り組みの課題としまして、ここ数年のコロナの状況に重点的な課題がある

と考えておりまして、これが介護に与えた影響、またそこから通常に戻る、こ

ういったところが大きな課題ではないかととらえています。 

例を挙げれば、遠方の家族が一人暮らし高齢者と会えず、生活サポートがで

きない。また高齢者が集まる機会が制限され、老人クラブ、地域のサロンなど

の集まりがほとんど中止。また隣近所の関係が希薄になる要因ともなっており

ます。介護施設では、感染防止のため面会に制限がかかり、地域のイベントな

ど困難となり、事業所とのつながりが薄れてしまっております。 

令和４年度ですが、このような状況から、以前のようなつながりを取り戻す

ため、支え合いネットワークの皆様など、こういった方々と連携しながら、地

域サロンの復活ですとか、サポート等にも取り組み、また、事業所や介護に関

わる皆さんが気軽に交流できる環境づくりを進めてまいりたいと考えておりま

す。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 指標については、尐し考えてはみたんですが、時間の関係も

ありますので、今回は質問から外させていただきました。折がありましたら、

また担当課とお話しをさせていただきたいと思います。 

関連して①の質問です。 

今と同じように、介護予防・日常生活支援総合事業、新しい総合事業と括弧

してありますが、の２つの事業における住民主体のサービスとはどんなもので

しょうか、ご説明をお願いします。 

○議長（小平一博君） ①の答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 平成 27 年の介護保険法改正で、要支援の方の通所型

サービス、訪問サービスが介護保険給付から外れたことにより、市町村にその

受け皿の充実が求められたものが新しい総合事業です。 

サービスには、住民等が参加することとされており、それを住民主体のサー

ビスとしています。訪問型・通所型ともにサービスＡ・Ｂがあり、そのうちサ
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ービスＢが、住民等が主体となって提供するサービスです。サービスＢの通所

型は、住民主体のＮＰＯ法人などの団体が、週１回以上を目途に通所デイサー

ビスを実施する場合に支援するもの。訪問型は、家事支援などを行うものを支

援しております。 

高森町では、ＮＰＯ法人びすけっとをサービスＢ団体としております。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） ②の質問に移ります。 

先ほど発言をいたしましたが、全国的にそうであるように、高森町でもます

ます高齢化が進みます。そのとき、高齢者への支援については、今後、人口減

尐、それに伴う財源の減収、いま以上に行政だけでは高齢者への支援には限界

があります。そのため、今後とも高齢者に対する町民参加による支え合い、た

だいまお話がありました、が重要となると思います。 

町は、民生児童委員、社会福祉協議会、ＮＰＯ、ボランティアの皆さんなど

との今後のさらなる連携をどのように考えておられるのか、質問いたします。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 議員がおっしゃるとおり、行政のみが主体となって

実施する支援には限界もあります。地域やご近所の皆さんが、住民主体で支え

合うということが、これからの時代、ますます重要になってくると考えており

ます。例えば、ごみ出しですとか、庭の草刈り、ちょっとした困り事、こうい

った生活支援につきましては、ＮＰＯ法人ですとか、自治会の皆様、ご近所の

皆様の役割はいま以上に重要になってくると考えております。 

こういった皆様方の連携というものも重要ととらえておりまして、社会福祉

協議会を中心に地域ボランティアですとか、こういったものに関わる関係機関

の皆様との情報交換を行っています。また、お助けマンですとか、ひとむすび

サービス、事業参加者との連携も行っております。 

民生委員さんにつきましては、民生委員が定期的に行う高齢者訪問、こうい

ったところで気づいた課題や支援の必要性、こういったものも福祉から高齢者

の方に情報提供いただきまして、対応をさせていただいております。 

今後につきましてですけれども、今年度はサロン実施者の情報交換会、これ

を実施する予定でございます。こういった情報交換会を充実させていきながら、

支え合いの体制づくりにつなげてまいりたいと思っております。 
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以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） それぞれの皆さんが情報交換をし、さらにそれに町が加わっ

て、本年度はサロンの連絡会のようなものを開催されるということでありまし

た。 

次に移ります。 

現在の介護保険制度は、すべての町民がその対象者で、40 を過ぎると保険料

を納め始め、亡くなるまで続きます。 

一方、支給については、すべての町民ではなく、介護を必要としている町民

となります。保険制度なので、これは致し方のないところでございます。 

そこで（２）の質問です。 

介護保険制度は、平成 12 年施行され、20 年が経過しております。冒頭で紹

介しましたように、第８期介護保険事業計画では、社会を支える仕組みとして

着実に定着しています、と記述してありますが、定着してきたことに満足して

いるのではなく、さらに向上を図るために質問をさせていただきます。 

高森町の介護保険制度の運営について、現状と高齢化や人口減尐が進む今後

の課題について、担当課のお考えをお聞かせください。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 介護保険の課題等につきまして、運営状況を主体に

ご説明したいと思います。 

令和３年度末の 65 歳以上の高齢者数は 4,132 人、高齢化率が 32.1、介護認

定者数は 648 人です。介護給付費の総額は 12 億 4,894 万９千円。第１号被保険

者が負担する標準の保険料は 5,600 円です。こちらは令和５年度まで上げずと

も運営できる見込みでございます。 

続いて、将来の見込みとして、2040 年度でございますが、高森町の第８期高

齢者福祉計画・介護保険事業計画では、高齢者数が 4,195 人、高齢化率を 37.1％

と試算しており、全体人口は減尐していきますが、高齢者数は増加してまいり

ます。また、介護認定者数も 805 人となる見込みでございます。 

こういった認定者の増加によりまして、保険給付費も大きく増加すると考え

ています。在宅サービス・居宅系サービス・施設サービスの合計は 16 億 6,000

万円余りとなり、先ほど申し上げました令和３年度より４億円ほど増加すると
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試算しています。 

ここからは分析等になりますけれども、仮に 2040 年も介護保険財源の負担割

合が今と同じだとしますと、先ほど申し上げた増加した４億円の保険給付費の

50％を、１号・２号の被保険者が介護保険料の増という形で負担、同じく 12.5％

を町の一般会計が負担することになりまして、被保険者・町ともに大きな負担

増となることになります。 

また、介護保険外の町独自の介護支援の事業費も大きく増加します。 

また、人口減尐は、介護を担う人材の確保にも大きな影響を与えると考えて

います。 

現状では、このような部分が課題ととらえておりますが、当然、期間中に介

護保険制度の見直しもかかるとは思いますけれども、介護保険分野のみで対策

していくというものはなかなか難しいと考えます。健康で長生きという基本的

な部分を、健康・福祉・高齢者分野で一体的に推進していくことで、介護保険

事業が安定して継続できるものと考えております。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 質問しておいて、ちょっとびっくりしておるんですが、12 億

円から４億円増えて、いただく保険料も上がるだろうし、町の一般会計からの

支出も多くなるだろう。当然見直しは５年ごとでしたっけ、に行うことになっ

ていますので、課題は山積しているというふうに思います。 

先ほど私が申しましたように、安定してきたから満足しているんじゃなくて

というのは、失礼な言い方をいたしました。申し訳ございません。 

続いて、①の質問に入ります。 

保険制度の町民への周知は、現在 65 歳前後に実施されている介護保険の説明

会、私も確か 65 のときに出たんですが、その町民の周知の主なものだと思いま

す。人を集めてというのは。その出席率はどのぐらいか、お聞きをいたします。 

また、その説明会以外に説明を受けるときがあるのかどうか、お伺いします。 

○議長（小平一博君） ①の答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 町では、第１号被保険者となる 65 歳の方を対象に、

介護保険説明会を開催しております。制度の概要やサービスを受ける手順、介

護保険料について説明しており、出席率は概ね 20％でございます。出席できな

かった方には資料をお送りしておりますが、何度も同じ方に向けた会議を開く
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ということはやってございません。ご自宅でご確認いただくと。また、窓口で

ご相談いただいた際に説明をするといった形になります。 

それで、平成 12 年からスタートした介護保険制度、先ほど議員からもご説明

いただきましたが、制度の周知に重点を置いて 20 年が経過してまいりましたけ

れども、利用される皆様ですとか、家族の理解は進んできたと思いますけれど

も、サービスを利用していない、先ほどもありました２号被保険者ですとか、

そういった皆様には、保険料を納付いただいているものの、関心を持っていた

だけてないと思います。 

今後、対象者が増加していく中では、現在サービスを利用していない皆様に

も、制度を理解していただく必要があるため、被保険者全体への啓発など、考

えて取り組んでまいりたいと思っております。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 私を含めまして、実際のところ、今 20％の参加だということ

で、介護保険制度について、あまり詳しく知りませんというか、ほとんど知り

ません。ところが、支援・介護状態というのは、急にやってくるというか、そ

のとき慌てて家族や自分がその状態になったとき、慌てちゃうんですね。で、

そのときに慌てないように、今お話しくださったように、町民に対して周知に

尐し力を入れていったらどうかというふうに、こうしゃべろうと思って用意し

ていたら、課長に言われちゃったので、そのことをよろしくお願いします。 

さて、次に移ります。 

住民が介護サービスを希望する場合、このとき、要介護認定の申請を行いま

す。介護認定審査会を経て、その結果によって介護度の判定が決定されます。

この決定に対して不満がある場合は、申し出ることができることになっており

ます。事前に担当課にお聞きしたら、高森町においては、判定結果に対する申

請者の不服の申し込み件数はゼロだというふうにお聞きをしました。多尐違っ

ているかもしれません。 

しかし、私が、町内、区内を回っていると、判定に納得できないと言われる

町民の方が複数お見えでありました。「担当課へ行って聞いてみてね」とはアド

バイスをしておきましたが、「任せろ、木下が何とかしてやるから」とは言うこ

とではありませんので、介護保険料を納めて、介護が必要になったときに、行

政側が行っている判定をお願いするわけです。その関係から、申請者である保

険料の納付者は、当然保険料を払っているんだから、と権利を、僕の私の権利
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だとして介護認定をお願いする。ところが、その町側から決定されて示された

判定が、思ったとおりにいかない場合、「なに、行政は金だけ取っておいて勝手

に決めるのよ」というような受け取り方をされる場合があります。そこに介護

保険料の納付者である町民に不満や不服が発生すると思われます。判定までの

システム上で、町は申請者との懇談、相談に力を入れていただいているようで

すが、そのことは理解した上で、②の質問をさせていただきます。 

介護度の判定に関しては、当該町民と町職員の日頃からの信頼関係が重要で

あります。どのように信頼関係をつくっておられるか、お聞きをいたします。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 尐し判定に対するご意見等に対する説明を尐しさせ

ていただきたいと思いますが、以前、木下議員からのご質問にお答えしたとお

り、法律に基づく不服申し立てというものはございません。ただ、判定結果に

対するご質問やご意見はいただいておりまして、例えば、思っていた介護度と

ならなかったですとか、同じような身体状況な人が周りにいるのに、人によっ

て判定が違うんではないかといったご意見です。 

ここでご説明したいんですが、せっかく利用されるなら、介護度が高いほど

よいと思われがちなんですけれども、確かに介護度が上がると、利用できる限

度額は上がるものの、同じサービスを使ったとしても、介護度が上がるほど自

己負担額が上がります。ですので、その人が真に必要とするサービスの量に合

った介護度とすることで、自己負担も含めて、本人や家族が安心して介護がで

きる環境になる、こういったことをご説明し、ご理解をいただいております。 

また、介護度は、本人の身体状態に加えまして、その人を取り巻く介護の環

境も考慮することとなっておりますので、同じような身体状態の方でも判定が

変わってくる、こういったところをご説明し、ご理解をいただいておりますが、

先ほどの質問ともつながりますけれども、議員にご相談されている方がおられ

るように、やはり多くの皆さんにご理解をいただく必要があると感じました。 

その上でご質問のお答えになりますけれども、町職員の関わりでございます

が、初めての介護保険利用の相談、申請、認定調査には、包括支援センターの

職員が継続して関わっております。ご本人や家族との連携を密にし、ご相談や

ご要望を受けながら、寄り添った対応をしております。 

介護度の判定そのものには、南信州広域連合による共同事務となりますが、
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判定結果が出た後も、判定結果に対するご相談など、包括職員が継続して対応

をしております。 

住民の皆さんのご心配が一つでも解消できるよう、これまで以上に寄り添っ

た対応の必要性を感じ、対応に努めてまいりたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 今後、ＩターンやＵターン、リニア新幹線の開通、働き方改

革や定年後の田舎暮らしなどで、高森町へお見えになる高齢者も増えてくるか

と思います。 

そこでご質問をいたします。③です。 

今後の介護保険制度については、国民健康保険のような広域での介護保険制

度のあり方の声がありますが、そのことについて担当課の考え、いま現在の考

えで結構でございますので、お聞かせください。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 全国では、東三河の広域連合が統一した例もありま

すけれども、保険料がネックとなりまして、あまり全国では広まってない状況

です。 

担当課としては、先ほど申し上げましたけれども、将来の高齢者人口の推移

も考慮しますと、現行制度のまま単独自治体で運営していくのは困難となり、

広域化など対応していく時代が来るのではと予想はしております。 

広域化・単独実施はそれぞれにメリット・デメリットがありますが、まずは

保険者間で十分に情報交換しておく必要があると考えます。 

ここ２年ほどコロナの影響で開催をされていないようですが、長野県が事務

局となりまして、広域化研究事業というものがございます。現時点で具体化す

るものではありませんが、このような場で議論を深めまして、将来に向けた対

応など研究を進めていきたいと思っております。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 今お答えをいただきましたように、広域での介護保険制度、

今から関係する町村、県が集まってご相談を進めていただければと思います。 

次の（３）に移ります。 

第８期のこれからの取り組みの記述の中には、「共有、地域の実情に沿う・情
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報提供」と「高齢者を支える地域ボランティアの育成、ここには（お助けマン・

ボランティアなど）」とあります。その進捗状況について、お聞きをいたします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） お助けマンを置いている地区は、令和３年度 14 地区

で 87 人となっています。毎年お助けマンの研修会を行い、お互いの取り組みを

話し合う情報交換に努めています。主な活動は、サロンの実施、高齢者訪問、

簡単な生活支援でございます。高齢者が集まる場を設けることは、困り事を把

握し、必要な支援を届けることにもつながっています。 

社協事業、ボランティアの育成ということで、社協事業のひとむすびサービ

スでは、支援をする協力員は 11 人、サービス利用者は 12 人でございます。内

容は、生活支援が主なものでございます。 

お助けマン、ひとむすびサービスともに、実施地域や利用者などまだまだ全

町に普及している状況ではないため、地域や社協と連携して、周知啓発を図っ

てまいりたいと思います。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 高森町の高齢者を支える町民の育成について、言葉的には、

行政が受け身か積極的か、待ちか攻めか、という表現がありますが、ぜひとも

積極的に、攻めるという言葉はちょっと悪いですが、町の取り組みを期待をい

たします。 

①の質問です。 

今お助けマンやボランティアなどの連携した取り組みについて、お聞きをし

ましたので、この質問、先に答えたということで、課長よろしいですか。これ

に対する回答はほかにありますか。いいですか。 

では、①の質問は、先ほどの（３）のところでお聞きしたということで、次

に進んでよろしいでしょうか。 

○議長（小平一博君） どうぞ。 

○８番（木下啓爾君） 昨年、あるＮＰＯからご相談があって、担当課ともお話しを

させていただいたり、町長さんにも懇談会の機会を設けていただきました。そ

の節はお世話になりました。 

そのＮＰＯのパンフレットの中に、「みんなが安心して暮らせる町、人と人の

ふれあい・支え合い」と書かれています。さらに、ここからはちょっと重要な
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んですが、スタッフは、年齢は 60 歳以上ですが云々と書かれています。 

そこで②の質問に移ります。 

ＮＰＯについては、立ち上げの支援、有償サービスを行う団体への支援と記

載されていますが、その具体的な支援の実際について、お聞かせ願います。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） まず、立ち上げの支援ですが、ボランティアセンタ

ーの実施業務ということで、第８期の計画に記載をしております。 

現時点で新たな立ち上げ支援の相談はございません。 

有償サービスを行う団体の支援では、「びすけっと」など既存のＮＰＯ法人と

は、不定期ではありますが、要望をお聞きしたり情報交換を行っております。 

これらの意見交換から、令和２年度は通所、令和３年度は訪問、こちらの補

助を増額するなど、サービスＢの支援拡大に結果としてつながっております。 

また、ＮＰＯ法人の運営そのもののご相談もいただいておりまして、継続し

て課題解決のために関わっております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 最後に、（３）の項目のまとめのような質問になります。 

    ③高齢者を支えている、民生児童委員・社会福祉協議会・ＮＰＯ・ボランテ

ィアなどに対して、今後は、今後も今まで以上の町からの主導的な支援が必要

と思われますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 町からの主導的な支援ということですが、取り組み

としましては、まずは、地域包括ケアを推進していく上で、民生児童委員・社

協・ＮＰＯ・ボランティアの活動や住民同士の支え合いが大切で重要だという

ことを改めて周知啓発するなど、行政として、町民の皆さんの高齢者福祉の機

運を盛り上げること、ここに取り組んでまいりたいと考えております。 

介護保険制度や、さらに高齢化が進む現状を、町民の皆さんと共有するため、

広報などで広くお伝えしてまいりたいと思います。 

加えて、こういった方々が積極的に参加しやすい、もしくは参加したくなる

ような制度の充実、こういったものを図りながら、関係の皆さんを町として支
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えてまいりたいと思います。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 今回の一般質問を構想するにあたり、私自身議員をやりなが

ら、町民で支える老人福祉ということを再度勉強させていただきました。先ほ

ど来出ておりますように、高齢化が進む高森町、その進んだ高齢化の中で、年

を取った方々が楽しく生活できるように、町民も行政も議員も含めて、全員が

取り組めるような町になればいいなと思います。 

以上で一般質問を終わりにします。 

○議長（小平一博君） ここで暫時休憩に入ります。 

再開は午後１時からであります。 

 

休 憩  午前１１時５１分 

再 開  午後 １時００分 

 

○議長（小平一博君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告５番 大島正光（12 番） ◇ 

○議長（小平一博君） 12 番、大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 12 番、大島正光でございます。 

通告に従いまして、質問をさせていただきます。 

今月、梅雤入りの発表がありました。またこれから台風シーズンに入るわけ

でございます。私、十数年前に議員としてお世話になるときから、公約の一つ

として、安全で安心で住みやすい町、災害のない強い町にしたい、そういう公

約を大きな一つとして取り組んでまいりました。今までもいろいろな角度から

質問をしてまいりましたが、今回も、安全、安心で住みやすい町、災害に強い

町にしたいの実現のために、質問をさせていただきます。 

今回は、長野県が指定をしております山地災害危険地区について、質問をさ

せていただきます。 

（１）に入ります。 

この４月に阿智村村内で、リニアの中央新幹線のトンネル掘削残土を沢筋に

運搬し、盛土する計画地が、長野県が指定する山地災害危険地区、これは危険

地区が２つありまして、ここの場合には、崩壊土砂流出危険地域であると報道
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をされました。村や議会、そして町民は、「危険区域であることは知らなかった、

把握してなかった」とされておりまして、阿智村と村議会が、説明がないとい

うことで、抗議文を県の方に送ったということで報道をされました。 

長野県は、山地災害危険地区を以前から公表していたというふうに説明をし

ております。 

さて、高森町内でも山地災害危険地区、これは崩壊土砂流出危険地区と山腹

崩壊危険地区、２つあるわけでございますが、その指定箇所を把握しているの

か、最初にお伺いします。 

それから、①の県は以前から公表していたと発言しているが、町はいつ指定

箇所を把握したか、同じような質問ですので、合わせて①まで質問をさせてい

ただきます。 

○議長（小平一博君） （１）と①の質問に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） それでは、お答えをさせていただきます。 

まず、山地災害危険地区につきましては、ただいまご紹介いただきましたと

おり、山腹崩壊、それから崩落土砂流出、そしてもう一つ、地滑り、合わせま

して３つの区分が設定をされてございます。その一つであります崩落土砂流出

危険区域が町内に複数あるといったことは、町の方としましても把握をさせて

いただいておるところでございます。 

この林地災害に備えるための指定であって、この指定がたびたび周知されて

きたかということでありますと、ちょっと阿智村さんの状況は承知をしており

ませんけれども、設定にあたっては、県の調査と合わせて地元自治体でも調査

に一緒に加わる形で指定をされてきておるものと認識をしております。 

高森町の地域防災計画の資料編におきましても、山腹崩壊危険区域、それか

ら崩落土砂流出危険区域については、一覧として掲載をされているところです。 

これがそのほかの国交省関連の急傾斜ですとか、砂防関係ですとか、同様の

ような字句、用語で混同されることも多いのではないかというふうに考えられ

まして、改めて担当します部署間でも、この区域について認識を共有してまい

りたいと考えておるところでございます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） この山地災害危険地区については、治山事業を計画的に実
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施するための基礎資料となるもので、山腹崩壊や地滑りによって発生した土砂

などが土石流となって流下し、保全対象に影響を及ぼすおそれがある地区のこ

とをいいまして、早期に対応することで災害発生を未然に防ぐために設定をし

ておるというふうに県からお聞きしております。 

町内のこの危険地域は、地区は、何箇所あるのか。山腹崩壊と崩壊土砂流出

危険区域、何箇所あるか、お聞きします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） お答えをいたします。 

山腹崩壊危険地区につきましては、町内に 19 箇所、また、崩落土砂流出危険

地区につきましては 28 箇所ということになってございます。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） この危険区域のうち災害発生を未然に防ぐ工事がこれまで

に実施、または安全が確保された、またはされつつある箇所はあるのか、お聞

きします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） いずれの２地区につきましても、ほぼ一部概成あるいは

概成といった形で何らかの手当ては済まされていることになります。 

あと、土砂流出危険区域につきましては、１箇所、大島川の源流に近い区域

につきまして、１箇所が残っているところということになってございます。 

お願いいたします。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 私も質問にあたって、県の方でどこが、言葉じゃなくて、

どこがそうかなということで図面にはないかということでお聞きしたら、図面

がありました。こんなにあるんですよね。こんなにある。山の中だけじゃない

んですよね。吉田の塚越だとか、小学校の下だとか、宮沢川の下の方だとか、

皆さんが住んでいる中でもこんなにあるんですよね。私びっくりしました、こ

んなにあるとは。箇所がわからなかったものですから。今の地滑りだとかあれ

を含めると、こんなに色が付いていますよね。ちょっと私、びっくりをしたん

ですが。 

④に移ります。 
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この危険区域が町の中に多く残っているというふうに思います。県に安全が

確保されるよう、早期の工事や対策の要望はしておるのか、お聞きしたいと思

います。 

○議長（小平一博君） ④に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 先ほども触れされていただきましたとおり、対策につい

ては、一部概成ということで何らかの対策は既に行われているところでござい

ます。 

これらの指定につきましては、これらの対処がされた上で解消していくとい

うものではありませんので、いずれそういったものの経過を見守る中で、新た

な崩れ箇所ですとか、状況の変化などを見守る中で、危険が生じてきていると

いうことが確認されれば、県と協力して対処にあたってまいりたいと考えてい

るところです。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ⑤に移るわけですが、この指定区域に建物を建築してはい

けないとか、耕作がしてはいけないとか、この町の中に、町の中というか、平

坦なところにもあるものですから、そういう法的な拘束力はあるのか、ちょっ

とお聞きしたと思います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） この山地災害危険地区といったものは、主に、先ほど流

出危険地区ということになれば、沢筋ということになりまして、そこで何らか

の建築物等が想定されるということはなかなか考えにくいかと思うんですけれ

ども、例えば、山の地主様、地権者の方などですとか、そういった方に何らか

の対処をするようにといった法的な拘束力といいますか、指定は、現在の制度

ではないということになってございます。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ⑥番なんですが、危険区域に指定されている地権者や町民

への周知はしているのか、現在しているのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 繰り返しになりますけれども、この危険区域に存在しま
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す危険については、何らかの対処は既に行われているというふうに考えられま

す。 

また、多くの場所では、土砂災害警戒区域などと重複するところが多くござ

いまして、突き詰めれば、そういった土砂崩れなど、土が大きく動くことに対

してのリスクを、危険を複数の用語あるいは制度で説明することは、かえって

町民の皆様にも混乱を招く要因になるのではないかというふうに考えておりま

す。 

現在のところは、その地域の災害リスクとその対処を、あらかじめ認識して

準備をしていただく、そういった仕組みであります土砂災害警戒区域などの周

知、それから説明に努めてまいりたいと考えております。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 私は逆に、阿智村の例ではないんですが、町民に、ここは

危険、こういう危険地域に指定されているんだよというようなことは、やっぱ

り承知しておってもらうことがやっぱり大事じゃないかなというふうに思いま

す。 

それで⑦番の、町の防災ハザードマップへの追加予定はあるのか、伺いたい

と思います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 今あるハザードマップは、特に土砂災害に関しましては、

土石流警戒・特別警戒の区域が明示されています。 

警戒区域は、その土砂が流出すると、地滑り・崖崩れ・土石流等によって土

砂が到達する範囲を示して、特別警戒区域については、それに伴ってその途上

にある、流下途上にある建物等が倒壊するというような形で位置づけられてお

ります。 

このエリアが危険区域なんだよというような表示の仕方と異なって、そのど

こまで土砂が到達するかというような観点でしか記載がないものですから、今

後またこういった形で世論の喚起ですとか、指定の位置づけですとか、それか

ら県の指導等があって、ある程度、ハザードマップですので、似たような圏域

であれば、共通言語として同じような掲載方法、基準が必要かと思いますので、

そちらがそのような方向に傾けば、今後、掲載することはやぶさかでないと考

えております。ましてや、各警戒エリアとかは、何年かにいっぺん県の方が見
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直しもございますので、必要であれば適期にというふうに今はお答えをしたい

と思います。ありがとうございます。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 私のお聞きすることは以上でございますが、やはり危険な

地域を一つでも尐なくする、これは防災対策ですね。それから地域住民に、危

険地域に指定されているよということを周知して、何かあったときには早めに

避難する、これは減災対策になると思いますので、やはりそういう周知あるい

は防災対策、減災対策がやっぱり必要ではないかなというふうに思います。 

先ほど最初に言いましたが、安心、安全で住みやすい地域づくりのためにご

尽力をいただきますよう希望しまして、私の一般質問を終わります。 

 

◇ 通告６番 原 敏明（９番） ◇ 

○議長（小平一博君） ９番、原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 議席番号９番、原 敏明です。 

通告に従って、加齢性難聴者への補聴器購入補助をと題して、伺ってまいり

ます。 

加齢性難聴者への「聞こえ」を支援を２年前に求めました。その折には、日

本耳鼻咽喉科学会では、加齢により聴力低下が起こったとしても、早期に補聴

器を使用すれば、聞こえを取り戻すことが可能としています。また、フレイル

予防の３本の柱の一つに社会参加があります。社会参加をためらう原因の一つ

に難聴の問題もありますので、地域ケア会議などを通じて、フレイル予防とし

ての難聴者支援も検討してまいりたいと思います。と回答をいただきました。 

難聴者がふれあいサロンで会話ができるような聞こえを取り戻す補聴器使用

促進について、伺ってまいります。 

町内の加齢性難聴者の数と補聴器使用の実態について、つかんでいたら教え

ていただきたい。介護認定調査などでつかめるんじゃないかというふうにも思

うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） お尋ねの２つの数値につきまして、全町民の状況を

把握したデータはございません。 

介護の認定調査におきましては、聞こえの状況を確認しておりますので、参
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考数値として、令和３年度の状況を申し上げますと、調査者 556 人の聞こえの

状況は、普通が 59％、普通の声がやっと聞き取れるが 24％、かなり大きな声な

ら聞き取れるが 15％、ほとんど聞こえないが２％でした。 

認定調査を行ったのは、40 代からの方になりますが、調査者の 80％以上が

80 歳以上の方でございます。年齢が上がるほど聞こえづらい方が増える傾向で

ございました。 

また、補聴器使用の実態はわかりかねますが、現在、高森町の聴覚障がいの

方につきましては 66 人いらっしゃいます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） それでは①に移ってまいります。 

前回、難聴の相談があれば、医療機関への受診を勧めております。そこで医

師によって身体障害者の手帳の取得が必要と判断されれば、町へ手帳の申請を

していただき、手帳の取得後に障害者総合支援法に基づく補装具費の支給につ

なげております。との回答がされていますが、この難聴レベルと、今回私が言

っている、会合等に行って聞き取れないときがあるという難聴のレベルには、

大きな開きがあると思います。 

フレイル予防としての補聴器使用についての見解を伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 聞こえづらくなるということがきっかけになって、外出をた

めらう人もいらっしゃいますし、また、コロナ禍のマスクの着用の習慣が広が

ったことによって、聞こえづらい人に与える影響も大きいと思っています。そ

れをきっかけに外出や人との集まりをためらう方がいらっしゃるということに

ついても認識をしております。 

補聴器を使うこと、それ自体は、そういった皆さんの悩みの解消につながる

一つの手段ではないかと思っておりますが、補聴器の使用だけではなくて、家

族であったり周りの皆さんが、そういった皆さんへの気配りをして、例えばマ

スクを外して話しをするとか、そういったところも大切ではないかと考えてお

ります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 
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○９番（原 敏明君） ②に移ります。 

近年、加齢性難聴などの難聴用の音声拡大用の集音器が売り出されてきてい

ますが、その集音器と補聴器の違いを明らかにすることが、補聴器を使いこな

す上で大切なことだと思います。 

この違いについて伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 耳鼻咽喉科等のホームページでは、集音器は機器が

拾った音を大きくする音響機器、補聴器は、使う人の状態に合わせ、音を聞き

取りやすく調整することのできる医療機器といった内容で紹介がされておりま

す。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） ありがとうございます。 

やはり補聴器は医療機器であり、調整ができるものです。この２つの違いは、

着けてからのフィッティング、調整がセットでなっているということが大事な

ことだと思います。補聴器を使いこなすには、大きくなった音に慣れていくこ

と、また音を大きくしたことで、音を言葉として認知する訓練を進めていくこ

と、これが大切だというふうにいわれています。使う人の状態によっても違い

ますが、その訓練には、３カ月から６カ月くらいかかるといわれています。 

そこで、関連質問③に移っていきます。 

補聴器の使用状況実態調査について、一般社団法人日本補聴器工業会が行っ

たジャパントラック 2018 調査報告によると、75 歳以上の難聴またはおそらく

難聴だと思っている人は 39.2％。全年齢での補聴器使用率は 14.4％で、デンマ

ーク 47.8％など先進諸国の半分以下、補聴器の全体的満足度は 38％で、先進諸

国の半分、全補聴器所有者のうち 54％が、もっと早く補聴器を使用していれば

よかったと思っているという結果でした。 

この使用率・満足度の低さの原因を参考に、補聴器の手にするまでの流れや、

補聴器を着けた状態での言葉を聞き取る脳のトレーニング、調整ともいいます

が、その周知が必要と考えるが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 私も同じ資料を拝見させていただきましたが、補聴
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器に対しまして、すべての方が専門的な知識・理解をされているわけではない

ということで、議員がおっしゃるような周知というものはとても大切だと感じ

ております。 

ただし、実際に指導や販売を行う専門的な知識を持つ方、こういった方々に

適切に周知が行われるべきと考えておりまして、専門医や販売店が主体となっ

て、周知、実施すべきだと考えます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） では、補足でお願いします。 

詳しいことというか、その手順とかは、そういう補聴器を着けるときに、専

門医や補聴器業者から説明を受けるということもありますが、このいま私が言

った程度のその流れですね、訓練が必要なんだとか、そういう補聴器を作るに

は、お医者さんの診断が必要なんだとか、そういうことをやはり知らせていく

というか、いろんな会合とか機会あるごとに、やっぱりそういう流れをまず知

らせて、自分が補聴器に対して早めに関心を持っていくことが必要なんだとい

う、そういうことだけはわかっていただくことが大事だと思いますので、その

点については町でも、その程度なら町でもできるんじゃないかと思うし、いろ

んな健康指導の中でも取り組んでいただけることができるんじゃないかと思う

んですが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） 補足質問に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 今ご指摘いただいた点につきましては、町の特定健

診の場の、その後の保健指導ですとか、相対して相手の聞こえの状態に課題が

ありそうな方につきましては、耳鼻科の診断受診をお勧めしたりしております。 

全町広く一般にということは取り組んでおりませんけれども、例えば、介護

の訪問の際、そういった場面でも、心配な方につきましてはアドバイスをして

おります。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） それでは、④に移ってまいります。 

加齢性難聴は、30 代から聞こえが悪くなっていきます。50 代から補聴器の必

要な方もいます。そして、難聴と診断されたら、早期に補聴器で衰えた耳の機

能を補助しないと、脳に音の刺激が伝わらず、音の中から言葉を探す能力が衰



 －106－   

えて、補聴器をしても十分な聞こえの改善が得られなくなってしまいます。 

町としても、加齢性難聴の早期発見、補聴器の早期使用の啓発を行うととも

に、特定健診に聴力検査を加えるよう求めています。いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 特定健診の目的につきましては、病気等を診断する

という場ではございませんので、一般の方の聴力検査を加える予定は今のとこ

ろございません。 

ただし、聴力検査は項目にはございませんけれども、特定健診が目的として

おります生活習慣病の予防も含めた、例えば、有病者、予備軍を減らすという

ことは、これらを原因とする加齢性難聴の予防あるいは進行を遅らせることに

なります。特定健診や特定保健指導の受診率を上げることが、議員提案のよう

な、皆様の確認にもつながるということで、そういうことを第一に進めてまい

りたいと思います。 

また、先ほども申し上げましたけれども、健診中の会話の中で聞こえに課題

があると思われる方につきましては、耳鼻科の受診も含めて、様子をお聞きし、

アドバイスするように努めております。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） では、ちょっと補足でお願いします。 

今のですが、私は、いま歯科健診なんかをやっているわけですけれども、歯

科健診と同じような位置づけで、聴力の検査とかを考えていただくことができ

ないかというふうなことを思います。 

もう一つ、聞こえのチェックシートというのがあるわけですが、特定健診の

前に聞こえのチェックシートというのを配布しておいて、それにチェックして

きてもらって、それを見ながら補聴器相談員などの受診を勧めるというような

形も取ったらいかがと思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ④に対する補足質問の答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 歯科健診と同様な位置づけということをご提案いた

だきましたが、現時点では考えておりませんけれども、参考にさせていただき

たいと思います。 

また、聞こえのチェックシートという提案もいただきました。こういったも
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のを特定健診の場でお聞きして、その内容を踏まえた指導までできるかどうか

わかりませんけれども、そういったシートを広く周知するということは可能だ

と思いますので、これも検討してまいりたいと思います。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 次に、（２）に移ってまいります。 

補聴器購入補助について、伺います。 

高齢者が社会で活動していくとき、補聴器は必需品になっています。中度・

軽度の難聴者でも、会話などにかなり不自由をしています。お医者さんでの問

診や、介護認定調査での聞き取りにうまく答えられないというようなことが出

ていると思います。必要な治療や介護が受けられなくなることもあります。 

補聴器の購入実態調査では、10～20 万円のものが最も売れているということ

です。収入の尐ない方には補助も必要な金額です。 

東京都港区では、この４月から、補聴器助成が、60 歳以上、上限は 13 万７

千円となっています。近くでは、木曽町に続いて、南木曽町も補助制度を創設

しました。 

これらを参考に、購入費と調節費用への補助の制度を創設することを求めま

す。いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） （２）に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 補助制度の創設のご提案をいただきましたが、前回、

答弁申し上げたとおり、町として現時点では創設の予定はございません。 

まずは、補聴器の必要性ですとか、加齢性難聴、そういったところの理解を

深める意味では、先ほど申し上げた特定健診や介護の認定、その他訪問などの

際に、聞こえに課題がある人に受診のアドバイスをする、こういったところが

大切かと思いますので、重点的に実施していきたいと思います。 

また、行政だけではなくて、医師や補聴器販売店による丁寧な説明も期待し

たいと考えております。 

以上でございます。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） では、補足でお願いします。 

今の補聴器の必要性などを訴えていくという中では、やはり町に補助制度を

つくることが一番町民によく伝わっていくんじゃないかというふうに私は思い
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ます。ぜひ補助制度を中心に据えて、その中で補聴器を使うまでにどんなこと

をしなければならないのか、補聴器を使うということはどういうことなのかと

いうことが、町民にわかってもらえるような場になっていくんではないかとい

うふうに思いますが、そういう点でも補聴器制度というのは考えられないでし

ょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） まずは、その補助金創設によって何をするかという

とこかと思います。町が創設する補助金目的は、例えば、政策的にそういった

取り組みをされる方などに誘導をしたいということで設置するもの。あるいは

現実に高額なものに対して、買えない、生活支援的な意味での補助制度という

ものはございます。 

現在、今回議員がいま補足でご提案いただいた、周知のための補助制度、確

かに新たな補助制度を創設することで、関心が高まるということがあろうかと

思いますけれども、その目的、補聴器の金額等々からすると、どの程度がいい

のかという、50 万円くらいするものに対して、じゃあ１万円くらい補助をすれ

ばいいのか、そうすると、そもそも補助金の目的として何かというところもあ

ろうかと思います。 

ですので、町として、現時点では健診等でしっかりそのあたりを周知をして、

ご理解をいただくというとこに努めてまいりたいと思っております。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） ①に移ります。 

前回、町に補助制度の創設をした場合でも、医師が必要と認めることが条件

となり、対象者が現行制度と重複することが予想されるため、今のところ新た

な補助制度の創設の予定はございません。という回答をいただきましたが、先

進どこのところでも、身体障害者福祉法の認定者は除くとか、医師が必要と認

めることが条件というふうになった制度をつくっているわけです。 

この前回の回答のようなのは、理由にならないというふうに思います。ほん

とに正面から補助制度をつくることを検討していただきたいというふうに思い

ます。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 
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○健康福祉課長（本島 憲君） 前回の答弁では、町としてそのように判断をし、回

答させていただいておりますが、補助制度を設けている自治体は、単独の補助

でございますので、それぞれ自治体独自の基準、判断によって設けておりまし

て、イコール高森町がそのとおりにするというものではないと思います。 

補助制度の創設にあたっては、補聴器に限らずですけれども、町が実施して

いる福祉や介護、単独事業もたくさんございます。こういった支援策も考慮し

て検討されるべきと考えます。 

例えば、いま参考に言っていただきましたその自治体が、高森町にはない、

ある、高森町にある補助制度をすべてやっているかというと、例えば、安心介

護支援金のようなもの、そういったことをすべてやっているかというと、そう

ではないかと思います。 

人口減尐、尐子高齢化が進む中で、より多くの高森町民の皆様の幸せのため

になる補助金、こういったものはどういうものか。また、限られた財源をどう

していくのか。あれもこれもができなくなる時代におきましては、補助制度の

創設は、自治体との比較というものではないかと思いますので、議員の方にも

ご検討いただきたいと思っております。 

○議長（小平一博君） 壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 一言だけお願いしたいと思いますけれど、今までの会話の中

で、原議員も、これは医療機器だということと医療行為だというようなところ

のお話があったかと思いますけれど、であれば、補聴器そのものは保険適用に

なっていないであったりとか、そういったところの制度を改正すべきであると

私は考えておりますので、なので、そういった方向性をどのようにやっぱり国

が紐付けていくのかであったりとか、そういったところの様子を見ながら、必

要であれば、町は補助をしなければいけないということもあるのかもしれませ

んが、今のところ、どちらかといえば、そちらをきちんと要望していくという

のが筋ではないかというような判断をさせていただいておるということです。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 私も、国の方へやはり要望していくということが、町として

もやっていただいて、補聴器を着ける方が増えていくようにしていただきたい

と思います。 

私の周りにも補聴器を使いこなしている人、そうでない人がいます。社会生
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活も日常生活にもうまく使っている方とそうでない方には差が出てきています。

補聴器の調整は脳のトレーニングで、家族の話しかけと協力が大切だというふ

うにいわれています。 

高森町は、加齢によって聴力低下が起こったとしても、行政や町民同士の支

援があり、早期に補聴器を使用して聞こえを取り戻すことのできる、誰もが社

会参加を可能としている町というふうになっていくことを希望して、私の一般

質問を終わります。 

 

◇ 通告７番 佐々木 昌（６番） ◇ 

○議長（小平一博君） ６番、佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） 一般質問の通告に従い、６番、議員番号６番、佐々木 昌の

一般質問をいたします。 

その前に、議長の許可を得まして、尐し文言を加えさせていただいた部分も

ありますので、よろしくお願いいたします。 

質問事項、土地利用計画及びリニアを見据えたまちづくり構想について、質

問及び１回目の質問趣旨、（１）番、高齢化等による農地維持管理力の低下と、

まちづくり構想の適応性を問う。これは右の①と関連していますので、①から

質問に入らせていただきます。２回目以降のという質問趣旨の①です。 

ウクライナからの小麦など輸出ストップなどで、世界的にも食糧危機が心配

されていますが、日本の農業は、高齢化が進み、担い手不足は当町でも差し迫

った大きな課題になっています。 

また、国の水田転作交付金の削減方針により、未来への農業意欲そのものが

そがれつつあります。 

各自治体では、農地流動化対策や減反政策、水田転作推進に協力し、また新

しい担い手による農地の効率利用も進めてまいりましたが、農業就業者は減る

一方で、当町でも遊休農地や荒廃農地が増えてきています。 

こうした現状では、農業立地の高森としても、さらに対策を迫られていると

思います。生産においても販売流通においても、新しい意欲が集まる対策が必

要であると思います。しかし、今の農業高齢者の生活状況下では、今後、町民

が予想もしていなかった農地転用が出てくるということも十分考えられます。 

高齢化、担い手不足の課題への対策に向けて、基本プランである現在の土地

利用計画及びまちづくり構想をどう生かしていくかを問います。 
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○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

藤田副町長。 

○副町長（藤田柳治君） 現在の土地利用計画におきましては、いくつかの切り口か

ら、その土地がどのような役割を担ってきたかを重ね合わせ、これからの望ま

しい用途を概観したもので、例えば、優良農地保全ゾーンを実現するための計

画までは含んでおりません。 

一方で、平成 28 年に策定しました高森町土地利用計画では、６年余りが経過

をいたしております。この間にコロナで変容した社会情勢でございますとか、

行動様式、進展する尐子高齢化、また新たな事業構想などを踏まえますと、農

振法・農地法・都市計画法などと整合しつつ、現状と未来に沿った最適化が必

要になってきているというふうに考えております。 

農地や農業のみならず、多様な産業や政策、あるいは北部５町村などとの広

域的な構想・連携に基づきまして、適切な時期に必要な見直しを図ってまいり

たいと考えているところであります。 

リニアを見据えた北部まちづくり構想は、リニア開通による効果を北部地域

内に生かせるよう、８年後を見据えて、将来の担い手となる中学生・高校生、

あるいは大学生等からの夢や希望を集約したものを、この間の全員協議会でお

知らせしたものでございます。まだ案の段階でございまして、夢でございまし

て、今後、経済界でございますとか、そういった皆さんとの意見交換会を予定

しておりますとともに、意見募集も予定をしているところでございます。 

構想の内容検討につきましても、これからの状況にあるところでありまして、

構想に係る意見等がございましたら、組合の事務局の方へお寄せいただければ

幸いでございます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） ②の質問に移ります。 

農地法や農振法に基づき、町の土地利用は、線引きされながら発展をしてき

ました。ここ 50 年間の行政のプランの絶大な影響と重要性が見えています。 

本年度、山吹下河原地域対象にデザイン係が設置されました。青尐年の集ま

るスポーツ施設、福祉施設、病院、救急機関や日常的な買い物施設、ホタルな

ど自然保護活動が予想されています。 

この地域としては、周辺の土地の流動傾向も注視し、日本一しあわせタウン
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を目標にしている町全体構想との調和を図るための対策が急がれると思います

が、今回のデザインの仕事の内容範囲を問います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） 当面、地域デザイン係の役割は、天竜川高森かわまちづ

くり事業、ほたるパーク周辺開発事業、山吹下河原地域土地利用計画の策定で

す。 

山吹下河原地域は、都市計画の用途区域に指定されていない白地地区ですが、

大型ショッピングセンターが出店し、高森町の中でも土地利用の状況が変わっ

てきている地域です。 

今後、リニア中央新幹線、三遠南信自動車道が開通し、長野県の経済・観光

の南の玄関口となり、信州大学の新しい学部の誘致も合わせて、ますます状況

が変わることが予想され、土地利用の混在化が危惧されています。 

一方、尐子高齢化による人口減尐が進む中、町営住宅の老朽化、新たなセー

フティーネットの役割を担う公営住宅の必要性もいわれています。 

また、上平地区からも、人口減尐に伴う住宅政策の要望が上がっています。 

このような状況に対応するためにも、必要に応じて法的根拠を持った、この

地域の土地利用のあり方を研究する時期が来ていると考えます。 

そこで、今年度は、山吹下河原土地利用協議会を発足し、ＵＤＣ信州、信州

地域デザインセンターの支援を受けながら、町全体の将来像策定の足がかりを

つくります。 

ＵＤＣ信州には、外からの目線で町の課題を俯瞰していただき、町が目指す

べきところはどこか、必要なものは何か、課題解決に向け、町と一緒に考え、

その上で方針が決まれば、その先に必要な手法や制度を紹介していただきます。

その上で、商業地、サッカー場、道路、町営住宅、民間住宅等の都市機能を取

り入れた魅力的な空間と、まちづくり人材を増やすことで、第７次まちづくり

プランに位置づけた「なりたい『あなた』に会えるまち」の実現を目指すため、

支援をお願いしております。 

以上であります。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、（２）番に移ります。 

リニアを見据えたまちづくり構想と課題、これも右の①番と関連しますので、
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①番から入らせていただきます。 

リニアを見据えた北部地区まちづくり構想案は、その案の２ページの社会基

盤整備に集中的にリニアの効果が希望的に記述されています。しかし、リニア

の工事が進む中でも、また今後も生まれるであろう課題はあります。 

カドミウム、水銀、六価クロムなど、人体に影響を与える要対策土処理の問

題。それから 10 センチ以上浮かして走るための電磁波が漏れる電磁波被害対策

の課題。それから、先ほど出ていましたＳＤＧｓの中の重要なポイントであり

ます動植物の絶滅や生態変化の問題懸念、それは地下水の変化、河川の枯渇等

関連しますが、そういう問題。それから、残土埋め立てした後の安全性の問題。

それから、土地が陥没していくことへの不安、今の大深度法ではなかなか住民

に知らせなしに進めるとかがありますので、そんなような新たな問題、課題や

懸念材料を慎重に提起していくことも、未来への責任ではないかと思いますが、

お願いします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 北部のまちづくり構想につきましては、あくまでもそのまち

づくりという視点で、こんなことが夢が叶っていったらいいなというような、

そういう視点を持ってつくっているものであって、いま出していただいた、リ

ニア新幹線によって起こるかもしれない課題であったりとか、そういったとこ

ろを考えてつくっているものではないということは、ご理解をいただきたいと

思います。 

今の諸課題等につきましては、ＪＲ東海の方で環境影響調査であったりとか、

そういったものを行いながら、きちんとした対応をしておりますし、今後につ

いても、その関係自治体と連携しながら対応していくべきような課題ではない

かなと思っております。 

ましてや、高森町はリニアのルート上にない自治体、リニアのルートになっ

てない自治体ということもあるので、大鹿村であったり豊丘村、喬木村という

その皆さんがどういった考え方を示すかというようなところが、非常に重要に

なってくるのかなと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、最後の②番の質問に移ります前に、ちょっと説
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明をさせていただきます。 

世界がＳＤＧｓに取り組んでいる今、例えば、一昨日の信毎の記事にもあり

ましたが、リニア新幹線は新幹線の３倍、東京－大阪間は原発１基分の量の電

力を消費することが試算されたと報道されています。このような問題を真剣に

受け止めて、リニアとは何か、やはり子どもさん、未来を、次代を担う若者を

含めて、共に学びながら、リニア凍結見直しということもあり得るんだという

ような視野に入れた幅広いまちづくり構想を望みたいと私は思います。 

そういう立場から、最後の質問の②に移らせていただきます。 

今後の策定推進の北部地区まちづくり構想の終わりの方の項目であります、

「守っていくもの」の項目内に、これらの心配される課題を追加記述して、暮

らしの安全や健康を守る研究課題の一つとして位置づけてはどうかと思います。

よろしくお願いします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、その北部の話については、昨年までは私は管理者でし

たけれど、今年から大鹿の村長が管理者になっておりますので、北部の議員に

なっている皆さんを通じてきちんと要望していただくというのが、高森町議会

のやるべき方法ではないかなと思いますので、その点については、そういう要

望をされるかどうかを、ぜひご検討いただければと思っております。 

ただ、リニア新幹線の見直し、今の話だと、やる、やらないの見直しみたい

な話がありましたけれども、そういったものについては、町がどうこうという

ことではなくて、やはり国家プロジェクト、またＪＲ東海が民間としてやって

いる部分、そういった部分の中で、高森町はどのように活用していくかという

ような、そういう視点で考えるべきではないかと思っております。 

また、先ほど電力の話等もございましたけれども、そのリニアをやることに

よってもたらされるその経済効果であったりとか、地域の発展性であったりと

か、そういったものをどういうふうにつないでいくのか、そういったものがＳ

ＤＧｓの考え方であり、電力をたくさん使うことはよくないという、そういう

問題ではないと思います。であれば、自然エネルギーをどのようにやっぱり調

達するかであったり、消費電力をほかのところでどういうふうに抑えるかであ

ったりというところをやっぱり研究していくのが、持続可能な開発目標にあた

るのではないかと思っています。 
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ですので、ぜひその辺がかみ合わなくならないように、いろんなところで研

究をいただいて、ご意見をいただければと思っておりますけれども、町として

は、来るべき状態になっているものを、やはりどのように利活用していくのか

というところで、北部の皆さんと共同して取り組んでまいりたいと思っており

ます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） これで私の一般質問を終わります。 

○議長（小平一博君） ここで暫時休憩に入ります。 

再開は２時 10 分です。 

 

休 憩  午後１時５８分 

再 開  午後２時１０分 

 

○議長（小平一博君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告８番 小沢恵子（３番） ◇ 

○議長（小平一博君） ３番、小沢恵子君。 

○３番（小沢恵子君） 議席番号３番、小沢恵子です。 

通告に従い、質問させていただきます。 

発達障がいを持つ児童・生徒を取り巻く課題と現状について、お伺いいたし

ます。 

一般的な著書によりますと、発達障がいは、注意欠損、多動性障害や自閉症

スペクトラム、学習障害など、それに類する脳の機能的な障害であり、現在、

その割合は 10 人に１人ともいわれています。また、その診断の難しさや診断の

有無に限らず、言葉の発達、対人関係、行動、情緒、生活習慣等において気に

なる子どもも増加傾向にあり、何らかの支援が必要と考えられています。しか

しながら、発達障がいや気になる子どもは、一見するだけでは判断が難しいこ

ともあり、周囲の理解を得にくいことも課題の一つとされ、本人はもとより、

保護者の皆さんが安心して子どもさんを育てるための必要な支援と、子どもさ

んへの早期療育も大変重要であると考えられています。さらに、保護者の安心

は、子どもの成長の大きな糧となり、子どもは安心できる環境の中で大人と関
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わり、人とのつながりで喜びを感じ、活動の中で自分を知り、認められること

で、自己肯定感が育っていくとも考えられています。 

では、（１）の質問にまいります。 

今お話しさせていただいたような子どもたちの多様な特性の周知を図るため、

町が行っている取り組みと今後の課題をお伺いいたします。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 保育園・学校において、特性を持ったお子さ

んへの対応、また、その保護者の皆さんへの対応など、常に学び合い、個々に

沿った支援体制ができるよう、現在取り組んでおります。 

家庭、学校、友だちなど、特性を持つお子さんを取り巻くすべての人間関係

について配慮していくことが求められており、いろいろなケースも含め、学び

合いを継続しているところです。 

また、乳幼児健診、「あったかてらす」などでは、保護者との相談、各種広場

の開催など、子育てのサポートをしております。 

また、10 年前からは、お母さんたちの学び合いの場として「ひだまりの会」

といったものがございます。保護者同士で話しをし、気持ちを分かち合い、そ

れぞれの経験からアドバイスをし合うというグループの活動も行っていただい

ております。 

特性を持ったお子さんについて、多くの町民の方が理解していただくことは

必要なことと感じてはおります。 

今後は、現在の取り組みを継続する中で、特性を持ったお子さんをお持ちの

ご家庭の皆さんからもご意見をお聞きしながら、議員ご指摘のように、特性が

多岐にわたり、特性のとらえ方もお子さんによって違うことも踏まえた上で、

取り組み方については研究をしてまいります。 

○議長（小平一博君） 小沢恵子君。 

○３番（小沢恵子君） 関連質問の①に移ります。 

町の支援や制度の情報が、該当の保護者に届いていないことがあるように感

じます。その課題を解決するために、どのような方法が考えられますか。 

○議長（小平一博君） ①に対して答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 令和２年度からは子ども家庭総合支援室を設
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置し、必要な支援や相談体制を一体的に実施しています。児童虐待関係、また

子育ての不安、子どもの育ちの心配、家庭状況の悩み、また不登校・不適応の

対応など、保護者、家庭からの直接の相談はもちろん、保健師、「あったかてら

す」、保育園、小中学校、高校などとも定期的な情報交換の機会をつくり、体制

の充実を図ってきています。各関係機関の情報を集約し、必要な支援を必要な

関係機関と協議し、必要なサービスや地域資源につなげていく役割を担ってお

り、日々、個々のケースに対応しているところであります。 

一元化したことで、早期対応、早期支援が可能とはなっておりますが、町民

の皆さんや、まだまだ支援を必要とする皆様に、子ども家庭総合支援室の役割

や相談できること、相談機関の紹介、また各種サービスなど、届いていないこ

とも確かなことかと考えています。 

そのようなことも踏まえ、今年度はパンフレットを作成するように計画をし

ており、このパンフレット作成には、先にご紹介した「ひだまりの会」のお母

さん方にも関わっていただき、現実の声をお聞きし、大切にしながら、必要な

支援がきちんと届くように、そんなパンフレットの作成を進めてまいりたいと

思っております。 

○議長（小平一博君） 小沢恵子君。 

○３番（小沢恵子君） いま作成していただいているパンフレットが、保護者の皆さ

んの目線に立った安心につながる一冊になることを期待しております。 

続きまして、子どもさんの成長に伴い生じる悩みは、流動的であるとともに、

ある日、突然現われることもあるそうです。顔を合わせた直接的な相談に抵抗

を感じてしまう保護者も尐なくないと伺っております。 

また、ちょっとしたアドバイスを求めて相談してみたところ、他の施設の紹

介にとどまり、その紹介していただいた施設での相談に向けて、新たな予約や

勤務先の調整など、実際の相談にたどり着くまでの心的負担が大きかったと、

経験された保護者の声も伺っております。 

そこで、②の質問に移ります。 

保護者の心に寄り添った支援について、現在の相談体制やその対応の実情を

お聞かせください。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 町では、教育相談員、特別支援教育専門員を、
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また令和２年度からは家庭・子育て相談員を配置、乳幼児相談、年中児相談、

教育支援委員会と、切れ目のない、また困り感に寄り添った支援体制を組み、

取り組んでいるところです。 

高森町の子育て家庭が抱える困難さとして、お子さんに関しては、集団に馴

染めない、友だち関係に敏感など、保育園・学校生活を送ることができにくい、

また保護者の皆さんについては、子どもと語り合えない、生活の基本が整いに

くい、好ましい人間関係を築きにくいなど、子育てに困難さを感じ、家庭生活

を築くことが難しいといったのが現状でございます。 

そのようなことからも、家庭を支援することと学校現場のサポート、この２

つが必要となっている状況です。現在は、それぞれの相談員がいくつもの方向

から関係をつくりながら支援をしているところでございます。 

○議長（小平一博君） 小沢恵子君。 

○３番（小沢恵子君） これまでのお話から、町では多様な困り感に寄り添った支援

を大切にされていることがわかりました。 

設けられている相談の窓口において、関連機関とのつながりを希望される保

護者がいらっしゃった場合においては、紹介だけではなく、尐しでも保護者の

心的負担が軽減できるよう、日程調整などの橋渡しがより丁寧に行われるよう

な支援の拡充を期待しております。 

では、項目２に移ります。 

小中学校に設置されている特別支援学級について、担任の先生はどのように

任命されるのでしょうか。 

○議長（小平一博君） （２）について、答弁を求めます。 

帯刀教育長。 

○教育長（帯刀 昇君） 県の教育委員会によって、学校ごとの児童生徒数、そして

特別支援学級数などを踏まえて職員数が決まってまいります。そして各学校へ

配置されるということになります。その配置された職員の中から、各学校長が

特別支援学級の担任も含め、全体の職員配置を決定しております。 

以上でございます。 

○議長（小平一博君） 小沢恵子君。 

○３番（小沢恵子君） 続きまして、特別支援学級の進級について、例えば、保護者

のご意見として、前任の先生と後任の先生がどこまで情報の共有をされている

のかといったことがわからず、子どもさんの特性や経緯、様子などを新たに伝
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えなければならないことに加え、環境の変化に敏感な子どもさんの場合におい

ては、新しい環境に順調に馴染んでいけるか、といった不安も重なり、心面に

おける精神的な負担が大変大きいと伺いました。 

そこで、関連質問①に移ります。 

通常学級では２年間の担任制に対し、特別支援学級では１年ごとに担任の先

生が替わることも多く、先ほどお話しさせていただいたような、児童・生徒、

保護者の心的不安が大きいと伺っております。 

１年ごとに交替する原因について、わかる範囲でお答えください。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

帯刀教育長。 

○教育長（帯刀 昇君） 通常学級の担任、また特別支援学級の担任ともに、期間が

何年というような、そういう決定しているものではございません。各学校長が

現状を把握した上で、各クラスの担任を決めているのが現状です。 

特別支援学級は、保護者との面接、児童生徒の様子等、丁寧かつ慎重に検討

を進め、保護者の了解を得た上で入級が決まることから、クラスの人数が流動

的になることが多く、クラス人数がわかってきにくいという部分もございます。

担任が替わったとしても、児童・生徒、保護者の皆さんが安心して学校へ通え

るよう、学校でも心がけてまいりますので、ご理解をお願いしたいというふう

に思います。 

○議長（小平一博君） 小沢恵子君。 

○３番（小沢恵子君） では、関連質問の②に移ります。 

特別支援学級では、年度当初に、個々の特性に合わせた個別支援計画を保護

者に提示してくださいます。しかし、提示される時期が担任によって異なり、

そういったことを疑問に感じている保護者もいらっしゃいます。 

その原因と対応策について、お伺いいたします。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

帯刀教育長。 

○教育長（帯刀 昇君） 本来であれば、早い時期に個別支援計画を保護者の皆様に

提示していくことは、学校側も認識をしております。ただし、新年度になり、

特に新入学時は担任も現状把握などに時間がかかり、遅くなってしまう事例も

あるようでございます。 

各学校で早く提示できるよう、教育委員会としても指導をしてまいりたいと
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思っております。 

○議長（小平一博君） 小沢恵子君。 

○３番（小沢恵子君） 町の福祉が時代に合わせ、よりよく前進していくことを期待

し、私の質問を終わります。 

 

 

◇ 通告９番 河合隆俊（４番） ◇ 

○議長（小平一博君） ４番、河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 議席番号４番、河合隆俊。 

通告に従って質問させていただきます。 

マイナンバーカード普及促進について、伺います。 

この質問は、佐々木議員が３月の定例会で一部触れておりますが、改めて質

問させていただきます。 

（１）平成 28 年からマイナンバーカードの交付が開始され、政府は、令和４

年３月末までにほぼすべての国民に行き渡らせるとの目標を掲げています。し

かし、必要性を感じない方、個人情報の取り扱いへの不安を感じる方がいるこ

と。また、今年４月の診療報酬の加算により、患者の窓口負担が増えることに

批判が相次いだこともあり、令和４年５月 18 日時点で、人口の約 44.4％の普

及にとどまっています。 

高森町を見ますと、普及率は５月１日時点で 44.8％となっています。 

町では、これまで土曜日の役場での申請受付や商業施設、各種イベントへの

出張申請受付と、積極的に取り組んでいただいております。しかし、なかなか

普及が進んでいるとはいえません。 

町では、現状をどのようにとらえておられるのか、お伺いいたします。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 普及が進まない理由としてさまざまあろうかと思い

ますけれども、マイナンバーカードを持つメリットが感じられない、わからな

い、持っていても生活に不便が生じないと思われる方がいらっしゃる。また、

どのように作るかがわからない。こういった方がおられて、普及が進まない要

因の一つになっていると考えます。 

今いくつかご紹介いただきましたけれども、町では、マイナンバーカード所
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有者の利便性向上のために、諸証明のコンビニ交付の仕組みの導入や、役場窓

口にもキオスク端末を設置しております。 

また、役場開庁時間や、毎月第２・第４土曜日にマイナンバー作成のサポー

トを行っております。 

また、商業施設や町のイベントや高齢者の集まる場への出張サポートも積極

的に行ってきました。 

普及率は尐ないものの、近隣市町村に比べて普及が進んでいる状況でありま

す。これらの成果の現われというふうに感じております。 

今年度からは、山吹支所でも申請受付を実施し、また今月からは企業訪問も

行っていく予定です。さまざまな場面で申請できる機会を増やし、交付率向上

に取り組んでまいりたいと思います。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 補足質問をお願いいたします。 

子育て世代の中には、小さなお子さんを連れての役場での申請はなかなか行

きにくいという声がございます。小さなお子さんへの普及を考えれば、「あった

かてらす」や保育園、小学校などの参観日などに合わせた申請受付を検討して

はどうかと思いますが、ご意見を伺います。 

○議長（小平一博君） 補足質問に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 年齢的に見れば、やはりお子さんの所有が尐ないと

いった状況もございますので、議員が提案するような対応も必要かと思います。

どのような場面でどのように関われるか、ちょっと研究をしまして、町の方も

イベントでの交付もやっておりますので、研究してまいりたいと思います。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） それでは、関連質問①へまいります。 

マイナンバーカードを取得することで、今後期待される活用方法を伺います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 総務省は、マイナンバーカードの使い道として、マ

イナポイントがもらえること、健康保険証として使えること、公的な本人確認

書類になること、各種証明書がコンビニなどで取得できること、行政手続きが

オンラインでできることなどを挙げており、既に利用可能なサービスもたくさ
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んございます。 

今後につきましては、さらに利活用シーンが拡大するとされておりまして、

民間のサービスにおけるオンラインでの本人確認、マイナポータル、職員証・

社員証としての利用、マイナンバーカードを活用した各種カード等のデジタル

化など、マイナンバーカード１枚でさまざまなことが可能な社会になるとされ

ています。 

また、マイナンバーカード普及による社会全体の効率化は、ペーパーレスや

エネルギー削減につながり、地球温暖化抑制などにもつながると考えられます。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 関連質問②へまいります。 

健康保険証をマイナンバーカードに登録することのメリットを伺います。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 昨年の 10 月から、マイナンバーカードを保険証とし

て利用できるようになりました。転職や結婚、引っ越しなどをしても、健康保

険証の発行を待たずに、保険者での手続きが完了次第、マイナンバーカードで

医療機関・薬局を利用できることになります。 

また、マイナンバーカードを用いて、薬剤情報、特定健診情報、医療費通知

情報を閲覧することができるようになります。薬剤情報と特定健診情報につい

ては、患者の同意を得る必要があるものの、これらの情報を医療関係者に提供

することで、よりよい医療を受けられると期待されております。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 関連質問③へまいります。 

マイナポータルは、今後どんな役割を担い、期待されることは何か、伺いま

す。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） マイナポータルとは、子育てや介護など、行政手続

きのオンライン窓口でございます。行政手続きの検索やオンライン申請のワン

ストップ化のほか、行政機関等が保有するご自身の情報の確認や、行政機関等

からのお知らせ通知の受信など、サービスを提供する自分専用のサイトとなり

ます。 



 －123－   

マイナポータルでできることは、ぴったりサービス、行政手続きのオンライ

ン化、確定申告の手続き、自分の年金記録の確認、マイナンバーカードの健康

保険証利用登録、就労証明書の作成、法人設立ワンストップサービス、わたし

の情報の表示、やりとり履歴の確認、公的受取口座の登録などがあります。 

ご自分が役所などに出向かなくても必要な手続きを行えるということが、最

大の利点だと思います。また、コロナ禍で人との接触をはばかられる場面でも

有効なツールであると考えます。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 関連質問④、お願いいたします。 

全国の病院や診療所、薬局に対し、顔認証付きカードリーダーの導入を令和

４年４月から義務化しております。当地域の医療機関における顔認証カードリ

ーダーの導入の現状を伺います。 

○議長（小平一博君） （２）に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） 厚生労働省の５月 22 日現在の情報によりますと、医

療機関における読み取り機導入状況は、長野県内が 726 件、飯田下伊那地区は

医科・歯科・薬局合わせまして 52 件でございます。 

町内のいくつかの医療機関に個別に状況をお伺いしたところ、マイナ保険証

のホームページに掲載されている医療機関以外でも、既に対応済みの医療機関

もありました。ただし、準備が整っている医療機関でも、既存の病院が持つカ

ルテシステムとカード読み取り機側のシステムとの連動に不具合を生じるケー

スもあるなど、もうしばらく調整が必要とお話をされている医療機関もござい

ました。 

現在は、使える病院と使えない病院が混在し、保険証として使う方も徐々に

増えているといった過渡期でございますが、病院等の導入が完了すれば、保険

証としての利用がますます進むと考えています。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 続きまして、(２)のマイナポイント事業について、お聞きし

ます。 

マイナンバーカードを取得し、健康保険証と公金受取口座の登録を行うと、

最大で 20,000 ポイントの付与を受けることができます。これはキャッシュレス

決済の拡大や消費の喚起を図る経済対策の一環として、６月 30 日から９月末ま
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で申請が開始されます。町民の中には、マイナンバーカードを取得すると、自

動的にポイントが付与されると思っている方もおられます。 

そこで、ポイント申請のサポートなど、改めて案内が必要だと考えますが、

どのようにお考えでしょうか。 

○議長（小平一博君） （２）に対する答弁を求めます。 

本島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（本島 憲君） ご提案ありがとうございます。 

町としても、マイナポイントの付与について、改めて周知が必要と考えてお

りまして、現在、７月号のあったかもりの記事の掲載の準備をしております。

それ以外にも、ホームページや音声ですとか、その他の方法でも積極的に周知

をしてまいりたいと思っております。 

また、直接ではありませんが、マイナンバーの窓口案内は随時行っておりま

すので、その中でも触れてまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） マイナンバーカードは、今後、社会をデジタル化していく上

で大変重要なツールだと考えます。町民がマイナンバーカードを持ちたいと思

う環境づくりに引き続き取り組んでいただくことをお願いいたしまして、私の

一般質問を終わります。 

 

◇ 通告 10 番 小川 修（５番） ◇ 

○議長（小平一博君） ５番、小川 修君。 

○５番（小川 修君） 議席番号５番、小川 修です。 

通告に従い、質問をいたします。 

ただいま下市田の河原で展開されております産業用地整備事業の進捗状況に

ついて、お伺いいたします。 

（１）に、既に企業誘致が進み、丸伝運送など２企業が参入して企業活動が

始められております。そこで、農道 7290 号線東側のリニア掘削残土の盛土造成

について、計画では令和４年度初めに完了となっておりましたが、終了したか、

最初に質問いたします。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 
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○産業課長（野沢 稔君） 当初、下市田産業用地のうち当初分譲分としておりまし

た４ヘクタールにつきましては、先ほどご紹介いただきましたとおり、２社に

立地をいただき、またその２社から用地拡張ですとか、工場の増築など、積極

的にご活用いただいておる状況はご覧いただいているとおりでございます。 

町道 7290 号線、通称農免農道などと称しておりますけれども、東側のガイド

ウェイヤード用地につきましては、令和３年度事業として着手をいたしまして、

昨年秋から、失礼しました。令和３年度事業として造成工事にかかりましたけ

れども、利用しておりますリニアトンネル工事の残土の搬出量が、昨年の秋か

ら年度末にかけまして若干低下した、尐なくなったといったことから、完成時

期がずれ込むこととなりました。 

去る３月議会で繰り越しをお認めいただき、行っております２つの工区のう

ちの１つの工区につきまして繰り越しをお願いしまして、現在も施工しておる

ところでございます。 

現場の状況につきましては、ほぼ来週中ぐらいにはその残土の運び込みを終

え、あと周辺工事などを行って、６月末頃に完了といった予定で進めておると

ころでございます。 

○議長（小平一博君） 小川 修君。 

○５番（小川 修君） それの関連として、①農道 7290 号線西側の耕土運搬が尐し遅

れているとのことですが、盛土造成と合わせて、いつ頃終了する予定か、現時

点の計画を伺います。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ただいまの西側用地につきましては、今年度、耕土の掘

削・運搬工事を、３・４工区と称しまして、２つの工区で施工を行っておりま

す。 

本日、両工区にかかる変更契約につきまして、議決のお願いをしたところで

ございます。 

掘削に続いて、盛土造成工事をこれから発注してまいります。現在は、先ほ

ど触れましたリニア掘削残土の発生量につきましては、想定に、予定量に回復

しておりますので、現在の発生量が続くとするならば、当初秋頃までとお願い

をしておりました工事が、年末、本年の年末３カ月程度遅れる状況になるかと

いうふうに見込んでございます。 
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○議長（小平一博君） 小川 修君。 

○５番（小川 修君） 関連の②といたしまして、下市田工業団地整備事業の道路改

良工事及び排水工事等のインフラ整備は概ね完了いたしましたか、お伺いいた

します。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご質問いただきました産業用地を取り巻く調整池を含む

排水路、それから道路関係の改良工事につきましては、昨年度、令和３年度末

をもちまして、農免農道 7290 号線まで接続を完了し、すべて区切りを迎えるこ

ととなりました。 

この間、長らくご不便をおかけしました周辺耕作者の皆様、地権者の皆様、

地元自治会、ご関係の皆様、ご協力をいただきましたことに、改めて御礼を申

し上げます。ありがとうございました。 

○議長（小平一博君） 小川 修君。 

○５番（小川 修君） （２）といたしまして、相続の関係で未買収となっていた共

有地の処理状況について、お伺いしたいと思います。 

○議長（小平一博君） （２）に対して、答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご質問いただきました下市田産業用地内の土地につきま

しては、同一所有者にかかる未相続土地が２筆、計 1,299 平方メートルござい

ます。相続人は、海外に居住される方を含めまして合わせて 25 名おいでになり

まして、これまでの間に 21 名の方と売買契約及び所有権持ち分の移転、支払い

等を完了してきたところでございます。 

引き続き、残り４名の方につきましては、継続して連絡を、接触を図ってお

りますけれども、最終的には裁判所手続きなども視野に入れまして、最終的な

取得に向けて取り組んでまいりたいと考えているところでございます。 

○議長（小平一博君） 小川 修君。 

○５番（小川 修君） （３）番、ＪＲのリニアガイドウェイの建設は、いつ頃着工

ができる予定ですか、お伺いします。 

○議長（小平一博君） （３）に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 先ほどご質問いただきました農免農道の東側の用地につ
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きましては、今月末、町としての造成工事を終える見込みでございます。 

その後でありますけれども、ガイドウェイ製作、それから保管に関する契約

につきましては、ＪＲ東海と清水建設株式会社との間で４月に請負契約が結ば

れたというふうにお聞きをしております。 

その後の準備等はございますけれども、具体的にどういった段階、工程で事

業が進んでいくかといったところを、確定的なことを申し上げる段階にはまだ

至っていないということでございますが、そういった準備を進める中で、着手

する前には、改めて地域の皆様への工事説明会などを設けることとして伺って

おります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 小川 修君。 

○５番（小川 修君） それでは、（４）番として、ＪＲガイドウェイ建設終了予定は

いつ頃になる予定になるでしょうか。 

○議長（小平一博君） （４）に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 現在のところは、産業用地の貸地契約、貸地契約期間が

令和８年３月 31 日までとなっておりまして、尐なくともこの間にガイドウェイ

の製作は進んでいくものと考えております。 

今後も、その後の事業の進捗に沿って確認をしてまいりたいと考えていると

ころです。 

○議長（小平一博君） 小川 修君。 

○５番（小川 修君） それでは、（５）番として、ＪＲガイドウェイ建設終了後の企

業誘致についての町の考え方をお伺いいたします。 

○議長（小平一博君） （５）に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ただいまのガイドウェイ製作ヤードとしての用途を終え

た後は、町として、産業用地、町の産業用地として分譲する予定でございます。

これには、先ほどの利用期間が終えるまで待つことなく、前もって立地を希望

する企業の情報を集め、用地情報の発信に取り組んでいく必要があると考えて

おります。 

その折には、県、長野県、また参画しております日本立地センター、あるい

は長期間ご利用いただきましたＪＲ東海などともご協力をいただきながら、連
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携して取り組んでまいりたいと考えております。 

○議長（小平一博君） 小川 修君。 

○５番（小川 修君） それでは、最後の質問でありますが、これは先ほど同僚議員

がちょっと同じような項目についてお伺いをしていたんですが、私は地元に住

んでいるものとして知っておきたいということで、質問をさせていただきます。 

ＪＲのトンネル掘削土で盛土造成を行っている事業ですが、環境省のホーム

ページで土壌汚染対策法等で指定されている特定有害物質という項目がありま

す。これは３種類あるわけですが、この中の第２種類特定有害物質について、

お尋ねいたします。 

これは大気中にも含まれておりますが、全くごく微量で、普段生活するには

人体の影響はないとのことですが、重金属を含む土壌汚染有害物質という名前

が付いております。鉛、ヒ素、水銀、カドミウム、シアン、六価クロム、フッ

素、ホウ素、セレン、この９種類ですが、現在、盛土造成はＪＲの検査基準に

沿って行っているのか、あるいは町自体でも検査は行っているのか、お聞きい

たします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご質問の発生土の性質につきましては、ＪＲ側において

検査を行ってございます。これにつきましては、建設工事で発生する自然由来

重金属等の含有土対応ハンドブックといった指針に基づきまして、一定の項目、

先ほどご指摘ただいたものがほぼ重なるわけでありますけれども、カドミウム、

六価クロム、水銀、セレン、鉛、ヒ素、フッ素、ホウ素といった成分について

確認をさせていただいておるというところです。 

また、同時に酸性水、酸性水の滲出についても検査をしているということで、

これらの項目につきまして、定期的に短期溶出試験、それから酸性化可能性試

験を実施しているというふうに伺っております。 

また、この試験の結果、基準値を超えるような状況になった場合につきまし

ては、その残土については、適切な処理を施したヤードとして用意しておりま

す要対策土仮置き場で保管をし、保管をしておると、分離して保管をしておる

といったことで対策をされております。 

でありますので、町として、運び込まれた残土について、独自の試験を別途

行っているといったことはしておりません。 
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以上でございます。 

○議長（小平一博君） 小川 修君。 

○５番（小川 修君） この下市田産業用地整備事業については、他の関連したこと

でまたお聞きする機会があろうかと思います。またそのときに質問させていた

だくことを申し上げて、私の質問を終了いたします。 

○議長（小平一博君） これで一般質問を終わります。 

３．散会 

○議長（小平一博君） 以上をもって、本日の日程はすべて終了いたしました。 

次の本会議は、14 日午前９時に開会したしますので、ご参集願います。 

本日はこれにて散会いたします。 

 

閉 議  午後２時５５分 

 


